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に聞く�
FFGのお取引先企業をご紹介します。�

旭洋造船 株式会社

代表取締役社長 越智 勝彦氏

取引店 福岡銀行 北九州営業部

平田産業 有限会社

代表取締役 平田 繁實氏

取引店 福岡銀行 甘木支店

ホシサン 株式会社

代表取締役社長 古荘 寛治氏

取引店 熊本ファミリー銀行 武蔵ヶ丘支店

ナガベア 株式会社

代表取締役会長 今里 和照氏
（写真右）

代表取締役社長 今里 和広氏
（写真左）

取引店 親和銀行 旭町支店

頭取の企業訪問
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隣接した造船５業者からの船出
－当社は、１９４２年（昭和１７年）１０月、
下関市彦島地区で隣接していた造
船業者５社の合同により、船舶の
建造、修理を行う有限会社彦島造
船所として発足したのが始まりです。
その後、４５年（昭和２０年）に株式
会社へ組織変更してからも、幾度
かの合併や名称変更等を行い、
６９年（昭和４４年）１２月には、次第に
大型化する船舶に対応する為、現
在の本社工場がある下関市長府地
区に約６万平方メートルの新工場
建設用地を購入して、３千総トン
の建造ドックと３千総トンの修繕
ドックを備えた工場の建設に着手
しました。
約１年半の工事期間を経て７１
年（昭和４６年）５月、新工場が完成。
翌７２年（昭和４７年）には、本社機
能も彦島から現在の長府に移し、
生産能力の増強に努めました。

造船不況の経験が、企業が持続
することの重要性を教えてくれた
－工場も新設し、業績も順調に拡
大を続けていましたが、７３年（昭
和４８年）に発生したオイルショッ
クを機に、納期の延期や受注の

キャンセル等が相次ぐいわゆる造
船不況に突入したことで、造船業
界は大変厳しい時代を迎えました。
当社も不況の影響を大きく受ける
こととなり、事業を継続していく
のに大変苦労致しました。
私自身も、７６年（昭和５１年）４月、
造船不況の真っ直中に当社へ入社
しまして、これまで苦しい局面を
幾度となく経験してきました。そ
の経験もあって、現在、当社の経
営理念の一つとして、「企業はサ
ステイナブル（持続可能）でなけれ
ばならない」と定めています。会
社というものは未来に向けて存続、
繁栄させることが何よりも大事で
あり、これは社長としての使命で
あると同時に、全社員に安心して
働いてもらう為のコミットメント
であると思っています。

顧客のニーズを的確に反映し、
オンリーワンを目指す
－お客様のニーズというものは、
刻々としかも劇的に変化していま
す。当社では、その変化の激しい
ニーズを的確に捉えて更に具現化
することで、お客様にご満足頂け
るよう様々な取り組みを行ってい
ます。
その一つとして、当社と同規模
クラスの造船所では対応を苦手と
する「技術的に難しい高付加価値
船」の受注に積極的に取り組んで
います。
元々、当社にはチャレンジ精神
を持った社員が揃っていることに

加えて、これまで難易度が高い船
を数多く建造してきた実績と、そ
れに裏付けされた高い技術力と柔
軟さがあります。今回は更に一歩
踏み込み、数段難易度が高い省エ
ネ船の開発、建造に取り組みまし
て、この度、引渡となった２，０００台
積み省エネ型自動車運搬船は、船
首部の形状を半球形にしたことに
より、風の抵抗を従来船型比で最
大５０％の低減が期待でき、燃費
の改善はもちろん、ＣＯ２の削減
にも大きく寄与してくれるでしょ
う。世界で初めての形状となるこ
の新型省エネ船を、当社独自で設
計・開発し建造出来たことは、全
社員の誇りであると同時に強い自
信にも繋がりました。

グローバルコミュニケーション
能力向上への取り組み
－当社は、多くの外国の船社様か
らも直接受注を頂いていることも
あり、設計から現場に至るまで
様々な場面において英語でコミュ
ニケーションを取れる能力が必要
となります。そこで、０９年（平成
２１年）１１月から語学教育会社と長
期契約を結び、造船業に特化した
語学トレーニングを開始しました。
ネイティブの英会話講師に半年か
ら１年程度当社に常駐してもらい、
英会話の能力毎に分けられたクラ
スで１時間ずつ週３回の講義を受
けることにより、初歩的英会話か
ら造船所を管理する為の様々な場
面で要求されるレベルにまで対応

旭洋造船 株式会社
代表取締役社長

越智 勝彦氏
■創 業：１９４２年１０月 ■設 立：１９４２年１０月
■所 在 地：山口県下関市 ■資 本 金：６，０００万円
■従 業 員：１４６名
■事業内容：鋼船の建造及び修繕
■事業拠点：山口県下関市（本社・工場）
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が可能なカリキュラムとなってい
ます。
受講者は、トレーニングの成果
報告を兼ねて、英語で私へのプレ
ゼンテーションを行います。発表
の際は各人とも緊張していますが、
着実に会話レベルは向上していま
す。当社で働く限り英語は必須で
あることを理解し、引き続き英会
話能力アップに努めて欲しいと
思っています。

活気ある若い社員に支えられ
国際競争力の向上を目指す
－当社の社員の平均年齢は、事務
技術職員が３８歳、現業職員が２９
歳と、同業他社に比べ低く、非常
に若々しく活気のある会社となっ
ています。但し、一方で多くの若
手に対して技術伝承をどう行って
いくかという課題も残されています。
技術伝承への対応として一般的
に多いのは、ベテラン技術者にマ
ンツーマンで若手を一定期間帯同
させて技術を習得させる方法です
が、当社では、これに加え、様々
な外部教育機関を積極的に利用し

て、グループで指導を受けさせる
方法も採用しています。こうする
ことで、グループ内で若者同士が
切磋琢磨しながら学ぶことが出来
るので、技術の習熟も従来に比べ
早くなっています。
また、現場で恥をかき失敗する
ことが成長の糧であるとの考え方
から、若手には、色々な活躍の場
を提供し権限を与えて多くの経験
をさせています。失敗で得た教訓
を次に生かせる職場環境を作って
あげることが、真のチャレンジ精
神を持った社員を育て上げられる
ものと考えています。
今後については、まずは、先般
導入した英国製の３Ｄ造船設計シ
ステムを活用して、設計の省力化
とリードタイムの短縮化を国際レ
ベルにまで引き上げたいと思いま
す。そして中国や韓国の造船所に
勝ち続けるために、様々な面で国
境を越えた展開を図れるユニバー
サルな造船所への変革を目指して
社員一同“チャレンジ精神”で邁
進して参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

変化の激しい造船業界におい
て、長年に亘り当社が続けてこ
られた顧客満足への挑戦は、常
に顧客ニーズを的確に建造船へ
反映させることで実績として積
み重ねてこられました。今回引
き渡された自動車運搬船につい
ても、燃費改善というニーズに
対し、世界初となる「半球形船
首」を独自開発で具現化される
等、そのチャレンジ精神には感
服致しました。今後も確かな技
術力とチャレンジ精神を武器に
国際的な存在感を高めていかれ
ることを祈念致します。

本社工場 引渡式を迎える自動車運搬船 引渡式風景

船内視察の様子 運搬船船上での懇談風景 引渡直後の自動車運搬船 左より谷頭取、越智社長
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菜種の搾油からの出発
－当社は１９０２年（明治３５年）、私の
祖父である平田源太郎が、福岡県
三井郡で特産品だった菜種から油
を搾る搾油業として平田製油を興
して以降、１００余年に亘って菜種
油を作り続けています。
その後、２９年（昭和４年）に私の
父が佐賀県鳥栖市にて平田製油合
名会社を設立しましたが、４１年
（昭和１６年）には福岡県朝倉市（旧
甘木市）に会社を移転し、社名も
平田産業有限会社に変更しました。
当時は、製油業以外にも鉄鋼業や
化粧品製造業、製パン業など様々
な業種を手掛けていました。その
後、製パン業は別会社を設立して
分離しましたが、その他の事業か
らは撤退し、現在は食品向け製油
業に専念しています。

原料にこだわり、製法にこだわる
－当社の経営理念の一つには「実
意・丁寧・正直」があります。また
当社では、「消費者の皆様に安心で
きる高品質の商品をお届けする」
をモットーに菜種油を作り続けて
います。平田産業の菜種油は、遺
伝子組み換えされていない（ＮＯ
ＮＧＭＯ）原料のみを使用し、非
遺伝子組み換え菜種油の専門工場

として生産量日本一を誇っています。
平田産業において、遺伝子組み
換え原料を使用しない理由は、遺
伝子組み換え原料を長期的に摂取
した場合における人体への安全性
や、農産物・その他作物への生産
現場や環境に与える影響等につい
て、その研究結果が現在では不十
分であるという認識に立ち、より
安全を確保すべく現状においては
使用を見合わせています。（この
テーマについては、ＮＨＫクロー
ズアップ現代２００８年１１月２７日放
送分にて平田産業の姿勢を全国
ネットで紹介されました。）
その為、産地についても限定し、
遺伝子組み換え菜種を作付してい
ない、また花粉による汚染の心配
のない、オーストラリアのカンガ
ルー島及びタスマニア島の農家の
方々と直接契約栽培を行っており、
年１回、現地における作付・農
薬・トレーサビリティー調査を実
施しています。
当社は、製法にも特段のこだわ
りを持っています。石油溶剤（ノ
ルマルヘキサン）を使わずに圧力
だけで搾る「圧搾一番搾り」製法
で菜種から油を搾ります。油の不
純物の除去については、手間と時
間はかかりますが「食酢」と「湯」
を利用しています。こうして完成
された「圧搾一番搾り純正菜種油」
はニッチマーケットを中心に、全
国の市場へ販売されます。

今新たなる分野への挑戦
－現在、主力生産品である菜種油
以外にも、新たな製品作りに着手
しております。
国内で生産される菜種（北海

道・九州の一部）を、昨年下期よ
り商品化に向け製造をスタート致
しました。当該商品は国産菜種サ
ラダ油ＪＡＳ認定第１号です。
（２０１０年１２月末）
また一方では、地元九州産のオ
リーブを使って、初めてオリーブ
オイルを搾油しました。原料の確
保等の課題もあり、すぐに商品化
するという訳にはいきませんが、
将来に向けた新商品の研究開発を
行っています。
以前より取り扱っているメープ
ルシロップは、これまではカナダ
最大手メーカーのコアエージェン
トとして務めて参りましたが、昨
年１月に日本における直接の輸入
エージェントに昇格致しました。
従いまして２０１５年末迄にはメー
プルシロップ単品で年商３億円と
なるよう、より一層の販売網の強
化と拡充に現在取り組んでいると
ころです。
更に、当年度は、胡麻、シソ、

さ ざん か

山茶花、グリーンナッツ、ヒマワ
リ等の種子やオリーブ果肉等を
使った体質改善を目的とした健康
保持食用油の製造へ挑戦して参り
ます。
上記製造業務に関しては、今後
新たな機械設備や検査機器に積極
的な投資を行うことで、商品の品
質をより高い水準へ向上させるこ
とが可能となります。
そこで専門分野における人材の
確保が必要であり、食品業務経験
者や食品工学等を専攻している大
学の学生を募集している現状です。

国産自給率アップへの取り組み
－昨年１１月、食料の自給率向上

平田産業 有限会社
代表取締役

平田 繁實氏
■創 業：１９０２年５月 ■設 立：１９４１年１１月
■所 在 地：福岡県朝倉市 ■資 本 金：９００万円
■従 業 員：３０名
■事業内容：食用油脂製造業
■事業拠点：福岡県朝倉市（本社・工場）
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の産地モデルづくりを目指し、当
社と大手生協や地元ＪＡ、地元畜
産業者など５社が共同で「北部九
州食料自給率推進協議会」を設立
しました。この協議会設立の大き
な目的は、日本の食を日本人の手
によって守ろうというものです。
市場に商品として流通出来ない所
謂「規格外」の野菜や果物を、参
加企業（商・農・工）が連携して加工
食品として開発し、国内市場へ流
通を促すシステムとなっています。
また、当社の菜種油の製造過程
で発生する菜種油粕を畜産業者の
飼料として利用出来るほか、畜産
業者から出た牛糞等をＪＡで堆肥
として利用し、そのＪＡで生産し
た菜種を当社が原料として使用す
ることも将来的に可能となるなど、
地域内での資源の循環にも取り組
んでいける予定です。
この他にも、真面目に国内農業
生産者が作られている胡麻や菜種、
ピーナツ、ブドウの種等、いかな
る小ロットの原料であっても油を
搾って生産者へ商品としてお返し
する「日本で一番小回りの効く油
脂メーカー」として一昨年より多
品種の油を搾油出来る体制を整え
ました。社会との繋がりを大切に
考え、当社の企業スタイルも日々

進化しています。

安全で安心な商品を国内外の食卓
へ届けたい
－当社では、現在年間約７千トン
ある菜種の処理量を２０１５年まで
に１万２千トンまで拡大させると
ともに、販売面においても、海外
の取引先を増大させ、売上の３割
は海外市場で確保することを目標
としています。また、ＯＥＭ商品
の販促にも努め、自社製造商品と
の割合を、現在のおよそ４（ＯＥ
Ｍ）：６（自社製造）から５：５へ
のバランス移行を考えています。
当社は、より優れた商品の品質
を追及しています。その為には、
その商品を認めて頂ける先様とお
取引させて頂きたいと考えていま
す。今後もそのスタンスには変化
はございません。
また、当社の原料から容器、使
用後の処理まで一貫して環境に配
慮した商品づくりが認められ、
０９年１１月開催の「第２３回筑後川
フェスティバルｉｎ福岡」では環
境大賞を受賞しました。今後も引
き続き、ＣＳＲの観点からも環境
に優しく安全で安心な商品づくり
に注力して参ります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

「実意・丁寧・正直」という
経営理念のもと、遺伝子組み換
え原料を使用せず、化学薬品等
も使用しない昔ながらの製法で、
菜種油を中心に「こだわり」の
ある商品を製造していらっしゃ
いますが、これらの商品をお客
様に提供し続けてこられるには
幾多のご苦労もあったかと推察
致します。また、食料自給率向
上ならびに資源の循環モデルの
構築にも取り組まれる等、「食」
に対する当社の意識の高さには
非常に感服致しました。
当社の新たな「こだわり」の
ある商品が発表されることを期
待しております。

「圧搾一番搾り純正菜種油」やメープルシロップ等の
当社商品

原料貯蔵用のサイロの説明 オーストラリア駐日大使よりカンガルー島との
交流に対する感謝状贈呈

菜種の精選工程の説明 湯洗いタンクの説明 菜種油の紙パック充填工程の説明 左から大坪支店長、平田社長、谷頭取
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熊本で創業１００余年を数える
醤油・味噌醸造企業
－当社は、１９０６年（明治３９年）に創
業し、今年で創業１０５年を迎える
醤油・味噌の醸造企業です。創業
したのは祖父の代で、もともと江
戸時代の後期から煙草の製造販売
を営んでいましたが、煙草が国の
専売となり転業せざるを得なくな
りました。そこで、「景気に左右
されない」、「民衆の日常生活に密
着する」、「家庭の必需品である」
という、この３つを考慮して醤油
の醸造を手掛けることにしたのが
創業のきっかけです。しかし、祖
父は醤油の醸造について全く知識
も経験も無かった為、１ヵ月間千
葉の大手醤油醸造会社に住み込み、
醸造技術を一から学んだと聞いて
います。そして、熊本に帰郷後、
醤油の醸造に必要な麹を造る為に
杜氏を招き、醤油造りを始めまし
た。事業も軌道に乗り、父の時代
になると、健康の為には味噌が適
しているのではないかと考え、大
正初期に味噌の醸造も手掛けるよ
うになりました。
その後、４０年（昭和１５年）には古
荘醤油合資会社を設立。事業の拡
大に伴い７３年（昭和４８年）に本社

たつ だ

及び工場を龍田に移転し、新たに
醤油工場を建設しました。また、

８３年（昭和５８年）には味噌工場を
新設しましたが、当時の最先端設
備を備えた工場であったことから
日本経済新聞社から全国最先端企
業１００社に選ばれました。こうし
て生産体制を整備し、業績も伸び
てきたことから８６年（昭和６１年）
に株式会社化し、社名も現在の「ホ
シサン株式会社」に変更しました。
これからもお客様に喜ばれる商品
造りに努めて参ります。

「ホシサン」の名前に込められた
創業当初からの想い
－当社の社名である「ホシサン」
とは、「ホシ」は明日に輝く「希

みょうじょう

望の明星」、「サン」は品質、お
客様、社員の「三位一体」を表し
たもので、煙草製造の時代からの
商標です。この商標には、品質第
一をモットーとして、「安全」「安
心」「おいしい」を追求すること、
そしてお客様の健康づくりと豊か
な食生活のお役に立ち、さらに社
員が成長すること、この三位一体
を実現するという想いが込められ
ています。
当社では米や麦等厳選した原料
を使用し味覚の決め手となる麹造
りにこだわり続けてきました。特
に、当社の看板商品である麦粒み
そ「ごていしゅ」は、麦の粒の食
感や旨味とともに、麹を多く含む
ことで甘みと豊かな風味も感じら
れる味噌として、熊本県内でも長
い間御愛顧頂いている人気商品と
なっています。
また、お客様が「わくわく」「ど
きどき」する斬新な商品開発にも
努めています。当社では、熊本名

かん きつ るい

産である柑橘類の女王と言われる

デコポンの果汁をたっぷり使用し、
ふく りゅう すい

阿蘇の伏流水で仕込んだ「ほん
なこつデコポン！火の国ぽん酢
（商品名）」を開発しました。この
商品はインパクトのあるネーミン
グに加え、デコポン果汁を使って
いること等から０５年（平成１７年）
「ＫＵＭＡＭＯＴＯよかみやげコ
ンクール」最優秀賞を受賞し、熊
本お土産品の定番のひとつに数え
られるほどの人気商品となってい
ます。さらに、創業１００周年を記
念して発売した味噌「百年乃蔵（商
品名）」は、熊本県内で生産され
た上質の米や麦、大豆、塩等を使
用しています。添加物を使用せず、
長期熟成させた逸品として、東京
や大阪等の大手百貨店にも広がり
を見せています。このほか、毎年
開催される味噌や醤油の鑑評会で
は出品した商品が農林水産大臣賞
をはじめ数多く表彰され、当社の
醤油や味噌の醸造技術は全国的に
高い評価を受けています。

人材こそが会社繁栄の基本
－私は人材こそ会社が繁栄する為
の基本であると考えています。特
に、商品開発や製造にあたる人材
の育成に力を注いでいます。
当社の商品開発には、品質管理、
研究開発、営業企画の各担当者が
携わっています。そのうち女性担
当者が各部門の主力メンバーと
なっています。これは、日頃から
台所に立って味噌や醤油等を使う
機会が多い女性の視点や意見を取
り入れることで、市場にマッチし
た商品が生まれやすいと考えるか
らです。これまでにも、忙しい主
婦が手間を掛けずに料理が簡単に

ホシサン 株式会社
代表取締役社長

古荘 寛治氏
■創 業：１９０６年１２月 ■設 立：１９４０年１２月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：３，８５０万円
■従 業 員：５０名
■事業内容：醤油・味噌・加工調味料製造、販売
■事業拠点：熊本県熊本市（本社、工場）、熊本県天草市（営業所）
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出来るように味噌を液状にした商
品や、野菜のうまみたっぷりの洋
食たれ「赤野菜でとっぴんしゃん
（商品名）」を発売しています。女
性ならではの意見やアイデアを取
り入れた商品が数多く生み出され
ています。
また、専門的な技術を身につけ
るだけでなく、その技術を高める
ために、国家資格の取得を推進し
ています。原料、麹及び味噌の品
質の判定が出来る「一級味噌製造
技能士」の資格保有者は数名おり、
現場の指導、管理にあたっていま
す。このほか、外部コンサルティ
ングによる生産管理等の社内勉強
会の開催や熊本県産業技術セン
ター等の公的機関の研修により、
日々技術力の向上に努めています。
このような取り組みを通して、若
い技術者も着実に育っているほか、
大学院等で研究成果を残した新卒
者を採用する等、優秀な人材の確
保も進めています。

幅広い商品を取り扱う
食品メーカーとなり、
アメリカ市場への進出を目指す
－今後の事業展開としては、需要

が伸びている健康飲料の製造等、
幅広い商品を取り扱うことが出来
る食品企業へと飛躍したいと考え
ています。そのためには、人材育
成と商品開発の２つが不可欠と考
えています。
また、数年以内にアメリカ市場、
特にニューヨークへの進出を目指
したいと考えています。アメリカ
市場は、世界最大のマーケットで
あり、日本食への理解もあること
から、その市場の大きさと将来性、
また情報発信力の大きさに私自身
大変魅力を感じております。今後、
アメリカ市場から全世界へと当社
商品の浸透が図れるのではないか
と期待を寄せています。
当社の取り扱う商品は、味噌や
醤油だけでなく加工調味料等新た
なジャンルにも広がっており、商
品開発の余地はまだまだ大きく、
更なる事業の拡大も可能であると
考えます。これからも、食卓に確
かに息づく調味料の可能性を見つ
めながら、おいしさと健康を皆様
にお届けする企業となるよう、社
員一同努力して参ります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

当社の看板商品である麦粒み
そ「ごていしゅ」はロングセラー
となる等、当社の商品は品質の
高さや味わいの良さに定評があ
ります。このように、長年支持
されるような商品が提供出来る
のも素材へのこだわりと共に、
常にお客様の視点に立った商品
開発に注力された賜物ではない
かと考えます。今後、調味料に
加え健康飲料等の幅広い食品の
開発や海外への事業展開により
更なる飛躍を祈念致します。

麹や大豆等の混合工程の説明 醤油の瓶詰め工程の説明

「ほんなこつデコポン！火の国ぽん酢」
麦粒みそ「ごていしゅ」等の当社商品

味噌の醸造工程の説明 左から林頭取、古荘社長、福島統括部長、
安部工場長、西支店長
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～今里会長～
ベアリング販売会社から
「ものづくり」企業へ
－当社は、１９６０年（昭和３５年）に私
の父が創業したベアリング等の販
売会社である「長崎ベアリング商
会」が前身です。
６３年（昭和３８年）、私がメーカー
勤務を経て当社に入社しましたが、
以前在籍したメーカーでは営業経
験が殆ど無かったことから、お取
引先の開拓には大変苦労致しまし
た。しかしながら高度経済成長期
に入り、乗用車の普及と共に部品
であるベアリングの需要も急速に
拡大したことで、当社のお取引先
も飛躍的に増加しました。
更に大手ベアリングメーカーか
らも当社の販売実績が認められ、
「代理店」として認定されると、
長崎県内における当社の販売シェ
アも大幅に拡大しました。
高度経済成長の一方で、昭和

４０年代に入ると、社会問題となっ
たのが様々な公害です。当時「も
のづくり」による社会貢献を考え
ていた私は、騒音公害に着目し、
７１年（昭和４６年）「菱和鉄工有限
会社」を設立して騒音を防止する
機械（産業用サイレンサー）の設
計・製作にも取り掛かりました。
その後、８２年（昭和５７年）には、

「株式会社長崎ベアリング商会」と
「菱和鉄工有限会社」の合併で、「ナ
ガベア株式会社」となり現在に至
ります。

設計から製造、販売までの
一貫体制
－当社が「ものづくり」企業とし

て最初に手掛けた製品は、大型送
風機や大型モーター等の「騒音」
を防止する産業用サイレンサーで
す。会社を設立した頃は、大手電
機メーカーは、当時社会問題化し
ていた騒音問題に対応する為、米
国製のサイレンサーを購入してい
ました。しかしながら、当時は輸
入から納品までかなりの時間を要
していたこともあって、早期納入
を希望する購入者側のニーズは、
なかなか満足出来ない状況が続い
ていました。
そこで私は、こうした要望に対
してお応えすべく自社での製造を
決意し、別会社を立ち上げました。
製造を始めた頃は、発注先である
大手電機メーカーからの仕様書に
基づいて製造販売していましたが、
他社との差別化を図る為には、自
社で設計から製造、販売まで一貫
して対応する必要性があると考え、
体制を整えました。その結果、納
期短縮に加えコスト削減も可能と
なる等、現在では当社の強みと
なっています。

大型映像装置の生産で世界へ
－産業用サイレンサーの製造に続
き、大手電機メーカーからの依頼
により７７年（昭和５２年）から大型
映像装置の製造を開始しました。
この製品は、構造物の組み立てを

緻密に行わないと画面全体が大き
く歪み、黒い線となって見えるこ
とから、いかに歪みを生じさせな
いように製造するかが鍵を握ります。
当社では、サイレンサーの製造
で培った経験や技術を活かし、「ブ
ロック型方式」を確立しました。
この方式は、高い寸法精度の鉄骨
を箱状にしてブロック式に積み上
げて行くことで、現場での組み立
てが簡便になるだけでなく、歪み
も抑えられ、運搬も容易に行うこ
とが出来ます。また、設置場所の
状況に合わせて微妙な調整も可能
であり、お取引先からも高い評価
を頂いています。
記念すべき第１号機は、アメリ
カ大リーグのドジャー・スタジア
ム向けとして受注したほか、これ
まで東京ドームや国立競技場等、
国内外向けに１８０機以上を製造し
ました。その中でも０６年（平成１８
年）８月、東京競馬場向けの大型
映像装置は、世界最大の表示面積
を持つ大型映像装置として、当時
のギネスブックにも認定されました。
最近手掛けた製品の中で特に思
い出深いのは、０９年（平成２１年）に
海外物件として受注した大型映像
装置です。当社受注後、発注先よ
り「納期は延長せずに、仕様のみ
変更して欲しい」との依頼があり
ました。製造がかなり進行してい

ナガベア 株式会社
代表取締役会長

今里 和照氏
（写真右）

代表取締役社長

今里 和広氏
（写真左）

■創 業：１９６０年３月 ■設 立：１９６３年４月
■所 在 地：長崎県長崎市 ■資 本 金：２，０００万円
■従 業 員：６０名
■事業内容：大型鋼構造物等設計、製造、据付業、商品販売業
■営業拠点：長崎県長崎市（本社・事業所）、長崎県大村市（工場）、

熊本県熊本市（営業所）、大阪市福島区（事務所）
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たこともあり、難しい依頼でした
が、自社一貫生産で積み重ねたノ
ウハウを活かし、正月休みも返上
して取り組んだ結果、無事に納期
に間に合わせることが出来ました。
発注先から大変感謝して頂いたの
はもちろんですが、「ものづくり」
に拘ってきた当社の技術力に対し
て、強い自信を持つことが出来ま
した。

～今里社長～
「ものづくりは人づくり」
－当社では、「ものづくりは人づ
くり」であるという考えのもと、
社員教育を積極的に行っています。
溶接を行う技術者に対しては、溶
接技能者評価試験等、業務に関す
る各種資格を取得するよう指導し
ています。資格取得により技術者
のスキルアップを図り、一定の効
果を上げています。
また、ＯＪＴを含めた各種研修
制度の充実にも意欲的に取り組ん
でおり、設計、製造、営業の各部
門を横断して実践しています。社
員に幅広い業務を経験してもらう
と同時に、社内外での研修を通じ
て人脈を広げることにより、会社
全体の業務の流れを理解し、様々
な場面において判断や対応が迅速

に出来て且つコミュニケーション
能力の高い人材の育成に取り組ん
でいます。中でも営業面において
は、毎月２回「Ｂプロ（ビジネス
プロジェクト）」と呼ばれる案件
会議を開催しており、私を含めた
幹部社員及び営業担当者とで案件
の協議を行っています。この会議
を通して案件を細かくフォローす
ることで営業担当者のスキルアッ
プにも繋げています。

今後も高精度な製品を提供する
－現在、様々な企業で生産拠点を
日本から中国等の海外へ移転する
動きがみられています。その為、
当社の競合相手も日本国内だけで
なく、韓国や中国等にも拡大して
おり、競争も激化しています。し
かし、製造工程の改良、納期の短
縮、高精度化等において、まだま
だ当社に出来る改良の余地は残っ
ており、設計から製造・販売まで
の一貫体制を今後も継続すること
で、引き続き当社の優位性を保っ
ていけるものと確信しています。
これからもサイレンサーや大型
映像装置等の大型構造物の製造を
通じて、様々なお客様のご要望に
お応え出来るよう努めて参ります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

「ものづくり」を通じて、社
会への貢献や多様な顧客ニーズ
に対応していく為に、設計から
製造、販売までを自社で一貫し
て対応出来る体制を構築され、
大型映像装置を始めとする大型
構築物の製造に取り組まれてい
らっしゃいますが、これは当社
の「ものづくり」に対する強い
想いと、高度で確かな技術によ
るものであると推察致します。
今後も引き続き、高い品質の

「ものづくり」に注力され、益々
ご発展されることを期待してお
ります。

工場視察風景 組立前の防音カバーの説明

大型映像装置の説明 最終テスト中の大型映像装置 左から今里社長、今里会長、鬼木頭取、
渡邊支店長
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ＴＰＰが及ぼす日本経済への影響
～農業の現状と今後の展望も含めて～

昨秋の国会での所信表明演説における菅直人

首相の言及以来、「ＴＰＰ」という言葉が巷を

賑わすようになってきました。

ＴＰＰに対しては、「ＴＰＰに参加すると農業

は壊滅的な影響を受ける」、また「ＴＰＰに参

加しないと製造業は国際競争上不利な状況に陥

る」等、様々な反応が聞かれます。特に九州は

農業が盛んな地域であると同時に、自動車・半

導体等の製造業の輸出比率が日本で最も高い地

域でもあるため、その参加の有無を問わず、Ｔ

ＰＰによって大きな影響を受けることが想定さ

れます。

そこで、今回はＴＰＰの概要を紹介した上で、

その及ぼす影響や、特に大きな影響を受けると

言われている農業の現状、そして今後の展望に

ついてレポート致します。

ＴＰＰの概要

～日本にとっては実質的にアメリカとの

「自由化の範囲の広い」経済連携協定～

ＴＰＰとは「Trans Pacific Partnership：環太平

洋パートナーシップ協定」の略称であり、現在

様々な国・地域同士で締結されている自由貿易

協定（ＦＴＡ：特定の国・地域間の物やサービ

スの貿易自由化を行う協定）の一つです。ＴＰ

Ｐは、その大きな特徴として、「原則全ての品

目の関税を撤廃」し、かつ「物品貿易だけでな

く幅広い分野」を対象とするなど、高いレベル

での包括的な連携を志向していることが挙げら

れます。（図１）

ＴＰＰの母体は２００６年にシンガポール、

ニュージーランド、ブルネイ、チリの間で締結

された経済連携協定（ＥＰＡ：ＦＴＡの内容を含

め、より幅広い経済関係の強化を図る協定）で

す。締結当初はそれほど注目されていませんで

したが、０９年に経済成長が続くアジア太平洋地

区での経済連携を強化したいアメリカがＴＰＰ

への参加を表明したことをきっかけに、大きな

注目を集めるようになりました。

ＴＰＰは現在、当初の４カ国にアメリカ、オー

ストラリア、ペルー、ベトナム、そしてマレー

シアを加えた合計９カ国で、今年１１月にアメリ

カで開催されるＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力

会議）の首脳会議での交渉妥結に向けて協議が

進められています。また、上記９カ国以外にも

多くの国々がＴＰＰへの関心を示しており、今

後参加国は更に増える可能性もあります。

日本政府も、アジア太平洋地域での経済連携

を強化して日本経済の活性化を図るため、また

アメリカとの関係強化のためにも、ＴＰＰが重

要な存在であると考えています。そして、昨年

１１月に閣議決定した「包括的経済連携に関する

基本方針」の中で、ＴＰＰに対して「情報収集

を進めながら対応していく必要があり、国内の

環境整備を早急に進めるとともに、関係国との

協議を開始する」という方針を掲げています。

ただし、農業分野等国内への影響は大きく、参

加の是非については今年６月の農業改革の基本

方針（詳細は後述）策定後に検討するとして、「参

加表明」は見送られました。そのため、日本は

産業調査

■原則例外なしの「高いレベルでの関税撤廃」
ＷＴＯ（世界貿易機関）の協定、及びその解釈では、
ＦＴＡ締結にあたり求められる関税撤廃の水準は貿
易（量ｏｒ品目数）の９割程度
日本のこれまでの実績では品目数で８４～８８％程度の
関税を撤廃

■幅広い分野を対象とする「包括的協定」
物品、サービスの貿易に加え、政府調達、競争環境
整備（規制緩和）や人の移動も含む
環境や労働、食品安全等、日本がこれまで締結して
きた経済連携協定にはない新規分野も協定の対象

図１ ＴＰＰの主な特徴

（出所）国家戦略室ＨＰ掲載資料等を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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TPP交渉参加国（2010年12月時点）�

参加に関心を有している国�

カナダ　韓国（※）　フィリピン　等�

2006年EPA締結�
シンガポール�
ニュージーランド�
ブルネイ�
チリ�

アメリカ�
オーストラリア（※）�
ベトナム�
ペルー�
マレーシア�

図２ ＴＰＰ交渉参加国

赤字は既に日本とＥＰＡを締結（交渉完了含む）している先
（※）オーストラリア、韓国とは交渉中
（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

（※）はＡＳＥＡＮ加盟国
（※２）ＧＣＣ：湾岸協力理事会（加盟国：アラブ首長国連邦、オマーン、

カタール、クウェート、サウジアラビア、バーレーン）
（出所）財務省貿易統計（２００９年）及び経済産業省資料等を基にふくおか

フィナンシャルグループ作成

表１ 日本のＥＰＡ締結先

日本の貿易総額に
占める割合

発行・交渉完了（発効日順） １７．６１％
シンガポール（※） ２．３７％
メキシコ ０．８５％
マレーシア（※） ２．６１％
チリ ０．５９％
タイ（※） ３．３７％
インドネシア（※） ２．７５％
ブルネイ（※） ０．３１％
ＡＳＥＡＮ全体 （１３．９７％）
フィリピン（※） １．２９％
スイス １．１１％
ベトナム（※） １．１９％
インド（印） ０．８９％
ぺルー ０．２０％

交渉中 １８．９０％
韓国（中断中） ６．１１％
ＧＣＣ（※２） ８．６５％
オーストラリア（豪） ４．１４％

研究・議論中（交渉の前段階） １１．６２％
ＡＳＥＡＮ＋３（日中韓） －
ＡＳＥＡＮ＋６（日中韓・印・豪・ＮＺ） －
日中韓 －
ＥＵ １１．６１％
モンゴル ０．０１％

交渉未着手先の主要貿易相手 ３８．８３％
中国 ２０．５１％
アメリカ １３．４８％
台湾 ４．８４％

現時点ではＴＰＰ締結に向けた協議へ参加出来

ていません（２０１１年１月時点）。

なお、現在協議を行っている国の多くは既に

日本とＥＰＡを締結済、もしくは締結に向けた

協議中の段階であり、日本にとってのＴＰＰと

は、実質的に日本の第２位の貿易相手国である

アメリカとの「自由化の範囲が広いＥＰＡ締結」

とも言うことができます。（図２）

参考１：ＦＴＡとＥＰＡ

参考として、ＦＴＡとＥＰＡの概要と日本の

取組状況について紹介します。

ＦＴＡとは「Free Trade Agreement」の略で、

特定の国や地域同士で「物やサービスの貿易自

由化」を行うことを目的とする協定です。そし

て、ＥＰＡとは「Economic Partnership Agreement」

の略で、ＦＴＡの内容に加え、「投資環境の整

備」「知的財産保護の強化」「人的交流の拡大」

「技術協力」等も含む、より幅広い分野での経

済関係の構築を目的とする協定です。

日本は、モノの移動だけでなく、投資やサー

ビス面等においても幅広い効果が生まれること

を期待し、ＦＴＡだけでなくＥＰＡの締結に取

り組んでおり、現在までに１３カ国・地域とＥＰ

Ａを締結（交渉完了含む）しています。しかし、

これまでのＥＰＡで日本の貿易自由化率（８４～

８８％：農林水産品を中心に自由化の対象外が多

い）が他の主要国（９５％超のケースが多数）に比

べて低いこともあって、日本にとっての主要貿

易相手国・地域である、中国、アメリカ、ＥＵ

等とは交渉にすら着手出来ておらず、韓国を含

めた他の主要各国と比べて遅れをとっている状

況にあります。（表１）

政府は今回のＴＰＰ参加が、「国を開く」と

いう強い意思を示すメッセージとなり、ＥＵや

中国等とのＥＰＡの締結促進のきっかけとなる

ことも期待しています。

（主要各国との比較については参考２にて紹介）

ＴＰＰが日本経済に及ぼす影響

～様々な要因が絡みあっており、現時点で

具体的な影響を算定することは困難～

では、日本がＴＰＰに参加することになった

場合、日本経済に対してどのような影響が及ぶ

のでしょうか。
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農業生産額�
4.1兆円�
減少�

米�
1.97�

（90％）�

豚肉�
0.46�

（70％）�
牛乳・乳製品�
0.45�

（56％）�

牛肉�
0.45�

（75％）�

鶏肉�
0.19�

（20％）�

鶏卵�
0.15�

（17.5％）�

甘味資源作物�
（砂糖等）�
0.15�

（100％）�

小麦�
0.08�

（99％）�
その他の�
農作物�
0.18

図３ 農産物生産への影響試算

（※）カッコ内の数字は国内生産量の減少率
（出所）農林水産省「国境措置撤廃による農産物生産への影響試

算について」

ＴＰＰへ参加することは、参加国同士でお互

いに市場を開放することを意味します。そのた

め、日本にとってはＴＰＰ参加国への輸出拡大

が期待されるとともに、参加国からの輸入も増

えることになるため、国際競争力の高い輸出産

業にとってはプラス、輸入品と競合する産業に

とっては競争激化というマイナス影響が及ぶこ

とが想定されます。そして、前者の代表例が自

動車や半導体、機械等のいわゆる「ものづくり」

産業であり、後者の代表例が農業です。

具体的な影響について、ＴＰＰへの参加可否

の検討にあたって経済産業省、農林水産省、内

閣府が実施した試算がありますので、以下にそ

の主な内容を紹介します。（表２）

まず経済産業省の製造業への影響に関する試

算によると、「日本がＴＰＰに参加せず、ＥＵ、

中国とのＥＰＡも不締結であり、かつ韓国がア

メリカ、ＥＵ、中国とＦＴＡを締結した場合（韓

国は既にＥＵとＦＴＡを締結しており、アメリ

カとも基本合意済）、韓国と競合している分野

（自動車、電気電子、機械産業）で日本が被る影

響は１０兆５千億円に達する」とされています。

そして、九州においても、輸出関連企業の生

産減少、海外への移転（現地生産化や関税面で

有利な地域への移転）等により、地場企業へマ

イナスの影響が及ぶことが想定されます。

次に、農林水産省の農業への影響に関する試

算によると「米等の主要１９品目について関税を

撤廃し、何らの対策も講じない場合、安価な海

外製品の流入に伴い、一部のブランド品（新潟

のこしひかりや、黒毛和牛等）を除き、多くの

品目が壊滅的な影響を受ける」と想定されてい

ます。その結果、「農業生産額が４兆１千億円

減少（現状からほぼ半減）、食糧自給率は１４％ま

で低下（現在は約４０％）し、食品製造など関連産

業も含めた影響は７兆９千億円に達する」と試

算されています。（図３）

そして、九州においても、畜産の盛んな南九

産業調査

基幹産業への影響試算
（試算：経済産業省）

農業への影響試算
（試算：農林水産省）

マクロ経済効果分析
（試算：内閣府 川崎氏）

前

提

１．日本がＴＰＰ、ＥＵ、中国とのＥＰＡ
締結せず

２．韓国が米、中、ＥＵとＦＴＡ締結
３．自動車、電気電子、機械産業の３業種
で２０２０年に日本産品が米、中、ＥＵで
市場シェアを失うことによる関連産業
を含めた影響

主要農産物１９品目（林野・水産含まず）につ
いて全世界を対象に直ちに関税撤廃を行い、
何らの対策も講じない場合

貿易投資自由化等の経済効果分析の計算モ
デルとしてＷＴＯ（世界貿易機構）をはじめ
関係機関で広く活用されている「ＧＴＡＰ
（Global Trade Analysis Project）モデル」を
用いて試算

具
体
的
影
響

■実質ＧＤＰ：１．５３％減（１０．５兆円減）
■雇用：８１．２万人減

■農業生産額：４．１兆円減少
■食糧自給率（カロリーベース）：４０％→
１４％へ減少
■農業の多面的機能：３．７兆円の喪失
～農業及び関連産業への影響～

■実質ＧＤＰ：１．６％減（７．９兆円減）
■就業機会：３４０万人減

■ＴＰＰ参加（１００％自由化）
→実質ＧＤＰ ０．４８～０．６５％増
（２．４兆円～３．２兆円増）

■日本がＴＰＰ、ＥＵ、中国とのＥＰＡい
ずれも締結せず韓国が米、中、ＥＵとＦ
ＴＡ締結（１００％自由化）

→実質ＧＤＰ ０．１３～０．１４％減
（０．６兆円～０．７兆円減）

表２ ＴＰＰ等経済連携推進に関する影響の試算

（出所）内閣官房「ＥＰＡに関する各種試算」
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TPPへの対応�
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等�

農業含む�

農業等�

自動車等�
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へ打撃�

内需関連企業�
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輸入品と競合する�
産業へ打撃�

不参加�

図４ ＴＰＰによって想定される影響（イメージ）

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

福岡銀行調査月報 ２００８年４月号 産業調査
「農業の現状と方向性について」
http://www.fukuokabank.co.jp/link_tyosa.htm
「バックナンバーファイル」の「産業調査」よりご参照下さい

州を中心に、かなりのマイナス影響が及ぶこと

が想定されます。実際、鹿児島県が実施した試

算では、「関連産業や地域経済への影響も含め

た損失額は約５千６百億円に達する」とされて

います。

最後に、内閣府が実施した日本経済全体に及

ぼす影響に関する試算によると、「日本がＴＰ

Ｐに参加して相互に１００％の関税撤廃を実施し

た場合、農産物等の国内生産にマイナスの影響

が発生する一方、製造業等その他の分野の国内

生産でそれを上回るプラスの影響が発生し、日

本のＧＤＰを２～３兆円程度増加させる」とい

う結果が示されています。

以上のように様々な試算が存在していますが、

実際の影響については、ＴＰＰ以外にも様々な

要因が絡みあっており、試算通りになるかは分

かりません。

まず製造業については、ＴＰＰ以外にも「円

高」という懸念材料が存在していることから、

ＴＰＰ参加だけで輸出産業の空洞化を回避出来

るのか、という不安があります。また農業につ

いても、米の輸入品と国産品との間の価格差が

縮小傾向にあり、かつ多くの野菜のように関税

率が１０％程度と低い状況にありながらも自給率

が高い作物が存在すること、そして現在ＴＰＰ

参加に対する対応策としての農業改革方針が検

討中であること（つまり、農林水産省の試算の

前提である「何らの対策も講じない」ことはあ

りえない）から、実際には農林水産省の試算ほ

ど甚大なものにはならないのではないか、との

意見も聞かれます。（図４）

ＴＰＰ参加に伴う国内産業への影響について

は、現時点で具体的に算定することは困難です

が、今後決定される取組方針が将来的に大きな

影響が及ぼすことになる、ということだけは間

違いないのではないでしょうか。

日本農業の現状

～新たな担い手による活性化が必要～

次に、ＴＰＰへの参加により大きな影響を受

けることが想定されている農業の現状について、

その全体像をごく簡単に紹介致します。

なお、農業の現状等につきましては、少し古

い情報にはなりますが、福岡銀行調査月報２００８

年４月号「産業調査」にも紹介しておりますの

で、あわせてご参照下さい。

現在、農業に対しては「食料の安全保障」や

「食の安全安心」、「新たな可能性のあるビジネ

ス」等、様々な観点から注目が集まっています。

しかし、現実の産業としての農業については、

「農業就業人口の減少」と「高齢化」等が進展

し、その持続性は危機的な状況にあります。（図５）

危機的な状況に陥っている大きな理由として
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（農業就業人口・千人） （高齢化率・％）
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図６ 農業所得（農業純生産）の推移

（※）農業純生産：「農業総生産－固定資本減耗（減価償却引当額＋災害額）－間
接税＋経常補助金」で算定され、所得として受取った額に相当

（出所）農林水産省「農業・食料産業の経済計算」

は、農業事業者の一戸あたりの経営耕地面積が

主要先進国と比べて狭く、効率化が進んでいな

いこと等によって農業所得が減少している、つ

まり「農業が儲からない」状況にあるというこ

とが挙げられます。（図６）

しかし、そうした状況下でも、経営耕地を適

正な水準へ大規模化して効率化を図る等、農業

をビジネスとして展開しようとしている事業者

（農業生産法人や民間企業等）は確実に増えてき

ています。実際、農業事業者数が全体で減少傾

向にある中でも、経営耕地面積の広い農業事業

者は増加しています。（図７）

また、農場事業者による生産・加工・販売の

一体化や、食品加工業（２次産業）や卸小売業（３

次産業）との連携によって農業の付加価値向上

に取り組む「農業の６次産業化」等、農業を儲

かるビジネスへと発展させるための取り組みも

増えてきています。

今後農業が活性化していくためには、以上の

ような「新たな担い手」による「新たな取り組

み」が更に増えてくることが必要不可欠です。

そのためには、担い手が希望を持って農業に従

事し、競争力を向上させ、収益を上げることが

できる環境を整えていく必要があります。

今後の展望

～ＴＰＰ参加検討が農業活性化へのきっかけの

一つとなるか～

現在、政府では経済連携の推進と農業の振興

を両立させるための対応策が検討されています。

政府内に検討組織として「食と農林漁業の再生

推進本部／同実現会議」が立ち上げられ、２０１１

年６月までに農業の競争力向上に向けた対応策

（農業改革）の基本方針が策定される予定です。

産業調査

１．持続可能な経営実現のための農業改革のあり方
２．戸別所得補償制度のあり方
３．農林水産業の成長産業化のあり方▲

農業の６次産業化促進 等
４．消費者ニーズに対応した食品供給システムのあり方▲

食品表示による安全性追求 等
５．ＥＰＡ推進への対応▲

国際競争力向上 等

図７ 経営耕地面積別農業事業者数の増減率
（平成２２年／１７年・九州）

図５ 農業就業人口（販売農家）と高齢化率の推移

（※）販売農家：経営耕地面積３０ａ以上または農産物販売金額が年間５０万円以上の
農家

高齢化率：販売農家のうち、６５歳以上の事業者が占める割合
（出所）農林水産省「農業センサス」を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

（出所）農林水産省「農業センサス」を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図８ 「食と農林漁業の再生実現会議」での
今後の検討項目（案）

（出所）国家戦略室ＨＰ掲載データを基にふくおかフィナンシャルグループ作成

14 FFG調査月報 2011年2月



80

70

60

50

40

30

20

10

0
日本（※）� 韓国� 中国� 米国� EU（※2）�

18�
�

36�
�

21�
�

38�
�

76�
�

（％）�

図９ 主要各国のＦＴＡ比率（貿易総額にＦＴＡ締結
相手国・地域との取引が占める割合）

（※）日本の比率には交渉完了先（インド・ペルー）を含む
（※２）ＥＵは域内貿易を含む。域外貿易のＦＴＡ比率は３０％
（出所）内閣官房「包括的経済連携に関する検討状況」

（図８）

そして、実際の政策面でも、来年度予算案に

おいて、昨年度から実施されている戸別所得補

償制度に経営規模を拡大する農家への交付金を

上積みする「規模拡大加算」という項目が追加

計上（１００億円）されている他、昨年１１月には６

次産業化を促進する法律が成立する等、農業に

関する政策が「競争力向上」という方向に向け

られつつあります。

ＴＰＰに関しては、日本が参加するかどうか、

そして仮に参加する場合でも、どのタイミング

でどの程度農業分野が開放されるようになるの

か等、現時点では不透明な部分が数多く存在し

ていますが、参加することとなった場合、農業

への影響は避けては通れません。ただし、ＴＰ

Ｐへの参加の有無に関わらず、経済のグローバ

ル化の進展等、取り巻く環境が大きく変化しつ

つある状況下でも農業を持続可能なものとして

発展させていくためには、これまでにない新た

な取り組みが必要だと思われます。今回の「Ｔ

ＰＰへの参加検討に伴う農業改革」という動き

を一つのきっかけとして、日本の農業が新たな

成長分野として飛躍することを期待します。

ふくおかフィナンシャルグループでは、これ

まで「フード・アグリアイランド九州２００９／

２０１０」や「北九州フードチャレンジ商談会２０１０」

等の商談会を通して、農業をはじめとした地元

の「食」関連ビジネスの活性化の支援に取り組

んで参りました。今後も、商談会だけでなく様々

な形で、これまで以上の取り組みを行って参り

ます。

（花谷 禎昭）

参考２：韓国のＦＴＡへの取り組みについて

最後に、日本のＥＰＡ等推進にあたり、よく

引き合いに出される韓国の取り組みについて紹

介します。

韓国は今後の経済成長のためには「自ら国を

開く(＝経済連携を推進する）」ことが不可欠だ

という考えの下、２００３年に「ＦＴＡロードマッ

プ」を策定し、以降積極的にＦＴＡの締結に取

り組んでいます。そして、現在では主要貿易相

手国・地域であるアメリカやＥＵともＦＴＡを

締結（アメリカとは基本同意段階）し、貿易額全

体に占めるＦＴＡ比率は３６％にまで達していま

す（日本は１８％）。（図９）

韓国ではＦＴＡ推進とあわせて、「農業事業

者の減少」「高齢化」「食糧自給率の低下」等、

日本と似通っている状況にある国内農業への対

策も実施しています。まず、大きな特徴として

挙げられることは、アメリカとのＦＴＡにおい

ても主要産品の米については自由化の対象外と

していることです。加えて、ＦＴＡ推進の積極

化に着手した０３年に、農業・農村総合対策計画

を策定し、０４年からの１０年間で合計約１１９兆ウォ

ン（≒８．３兆円）を支出（投融資）することを決定。

更に、０７年に交渉が妥結したアメリカとのＦＴ

Ａに関連して、０８年からの１０年間で合計２０兆

ウォン（≒１．４兆円：内１２兆ウォンは前計画との

重複）の補完対策を決めて、品目別競争力強化、

根本的な体質改善、短期的被害補償等に取り組

んでいます。

（１ウォン＝０．０７円で計算）
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大連のファッション・美容事情REPORT

１．はじめに

近年、著しい経済発展を遂げている中国です

が、文化的な面についても急速なスピードで発

展しています。特にファッションや美容関連に

ついては大きく発展しており、数十年前まで中

国の街中でよく見かけていた「人民服」も、今

では見かけることは殆ど無くなりました。街中

を歩く人々の服装は、日本や欧米諸国の人々と

何ら変わらなくなってきています。

そんな中国においても、ここ大連は、「ファッ

ションの都」と呼ばれ、中国国内で最大級の

ファッション博覧会も毎年開催される等、

ファッションや美容への関心が非常に強い地域

です。

今回は、大連のファッション・美容事情につ

いてレポート致します。

２．大連市の概況

大連市は人口が約６００万人、面積が約１万

２，５００�の都市で、人口は増加傾向が続いてい

るうえ、高速道路や鉄道・地下鉄等の社会イン

フラ整備も進んでおり、２０１０年の都市総合競争

力ランキングでも９位にランクイン（出所：

２０１０年４月 日本貿易振興機構大連事務所作成

「大連市概況」）する等、非常に元気のある都市

となっています。

３．ファッション・美容産業が盛んな要因

大連でファッション・美容産業が盛んな要因

として、大連を中心とする中国東北部の人々の

身体的な特徴が挙げられます。

まず、大連の女性は「身長が高い」という特

徴があります。その為、欧米ブランドの服も綺

麗に着こなすことが出来る人も多く、ファッ

ションモデルも多数輩出しています。

また性格についても、面子や体裁を重んじる

傾向が強いことから、人前に出る際には格好を

大変気にかける人が多いということがあります。

その例えとして「食べられなくても、服は買う。」

とよく言われています。労働者の平均月収が約

２，８００元（約３万６千円）程度であるのに対して、

かなりの割合をファッションや美容関係に費や

しています。また、女性は服装に加え美容にも

気を配っており、多くの人がエステサロンにも

通っています。

更に、大連は四季がはっきりとした気候であ

る為、季節に合わせた衣服が必要なことも

ファッションが盛んな要因の一つとなっていま

す。その他には、地理的に韓国に近く、韓国で

盛んな繊維産業の進出が多かったことも、

ファッション業界の発展に影響したとも考えら

れています。

４．ファッション・美容業界の現状

ここでは、大連のファッション・美容業界の

中で主要なイベント等をご紹介します。

大連国際服装紡織品博覧会

大連国際服装紡織品博覧会（以下、博覧会）は、

毎年９月頃開催される中国服飾業界で最大規模

且つ唯一の国家級博覧会となっています。当初

は、大連市政府の単独主催で開催されていまし

たが、２００６年より中国人民政府、中国紡績工業

協会との共催として規模が拡大されました。当

博覧会の発展が「ファッションの都」としての

大連の印象を強くしています。

２０１０年で２１回目の開催となった当博覧会は、

�海外ブランドの中国進出窓口

�中国ブランドの海外進出窓口

�中国における世界のファッションの情報発

海外リポート
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信拠点

�中国ブランドの開発や育成の場

等として位置づけられており、開催期間中に

は、ファッションショーやデザインコンクール、

商談会等が行われます。

ファッションショーは、一般市民も観客とし

て参加することが出来ることから、最先端の

ファッションに触れる機会として非常に人気が

あると同時に、市民のファッションセンスの醸

成にも大きな影響を与えています。

また、当博覧会の海外での知名度も高まって

きており、約２０の国や地域より展示ブースへの

出展が行われているほか、商談会でも活発なや

り取りが行われています。

大連市政府はこの博覧会を契機として、市内

にファッション関連の研究センターやデザイン

スタジオ、国内向け販売センター等を開設する

企業や機関向けに財政支援や土地使用料の優遇

措置を行っています。

大連モデル芸術学校

大連モデル芸術学校は、大連市郊外にある中

国初の国家公認のモデル養成学校です。卒業生

のうち１４０人以上が国内外のファッション

ショーで活躍しています。また、在校生による

ファッションショーも世界各地で披露されてい

ます。

生徒は、大連の他に中国全土から集まってき

ます。学科については、ファッションモデル養

成のファッション科のほか、美容やホテルサー

ビス等の専門科があります。入学に際しては、

学科試験のほか、身長が１７２�以上（ファッショ

ン科のみ。但し、他学科も１６２�以上）という条

件が定められており、現在１６歳から１８歳までの

約６００名（男性も若干名）が全寮制のもとで学ん

でいます。

授業は、それぞれの科ごとに行われる実技の

ほか、政治や語学、パソコン等もカリキュラム

に含まれています。

卒業生の進路は、ファッションモデル以外に

も、秘書やキャビンアテンダント等、人気の職

業に就ける（就職率９８％）こともあって、競争率

は非常に高くなっています。

当学校で世界のファッションや美容を学んだ

卒業生達が、大連の街で新たな流行を数多く造

り出しています。

大連のショッピングスポット

大連の若者のショッピングスポットとして有

名なのは「勝利広場」という地下４階にわたっ

て数百店舗のファッション・美容関連の店舗が

集まる地下街です。ここでは、１百元（約１，３００

円）程度から多様なデザインの洋服が購入出来

ます。

また、洋服以外のファッションアイテムも各

種揃っており、特にネイルサロンが多くみられ

ますが、週末にもなると十数店舗あるどの店も

順番待ちとなっています。このように、大連の

若者はファッションに関して細部まで気を配っ

ており、初対面の顧客同士であっても商品に対

して意見交換する等、ファッションに対して貪

欲な姿もみられます。

一方で、３０代以上の層は百貨店を利用するこ

とが多いようです。大連市中心部には十数店舗

買い物客で賑わう百貨店のセール
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高級ブランドが集まるテナントビル

の百貨店が営業しています。店内は日本の百貨

店と同じような雰囲気であり、価格は、殆どの

商品が１千元（約１万３千円）以上と、高級品を

中心とした品揃えとなっています。しかしなが

ら、店内は来店客で賑わっているほか、化粧品

では日本ブランドの人気が高く複数のブランド

が日本から出店しています。

ショッピングモールも数ヵ所あり、海外ブラ

ンドも数多く出店しています。日本のファスト

ファッションブランド等も出店しており、百貨

店と比べて価格も抑えられていることから、非

常に人気も高くなっています。

このように様 な々店舗で、大連の人 は々ファッ

ションや美容に関するアイテムを揃えています

が、同時に情報の発信源にもなっています。

エステサロン

大連市内には、数十店舗のエステサロンが営

業していますが、美容マッサージ店まで含める

とその数は数百店舗にも及びます。

各サロンとも、肌の手入れ、美白、脱毛、オ

イルマッサージ等を中心に行っており、金額は

コースによって様々ですが、顔のみの美白コー

スであれば２００元（約２，６００円）程度から行えます。

大連の冬は乾燥が激しいこともあって、週１

～２回来店される方もいるそうです。特に２月

上旬の春節前には、親戚等に会う機会も増える

ことから、来店客も増加するとのことでした。

総じて、日本製やイタリア製の化粧品を使用

する店の人気が高いようです。

ヘアサロン

大連の一般的な理髪店では、１０元（約１３０円）

程度で髪を切ることが出来ます。こういった理

髪店は街の至る所で営業しています。

一方、最近では、お洒落なヘアサロンに行く

人も増えています。カット料金は７０～２００元（約

９１０～２，６００円）程度と一般的な理髪店と比較す

るとかなり高めです。更にパーマやカラーリン

グをする場合、それぞれ２００元（約２，６００円）程度

の追加料金が必要となりますが、かなり人気が

あります。

最近では、日本人スタイリストを配置する店

も増えていますが、料金は約４倍程度かかりま

す。当初は、現地の日本人向けとしてのサービ

スでしたが、そこを訪れる中国人も増えてきて

います。

５．最後に

大連では、海外人気ブランドの新規出店や２

号店以降の開店も相次いでいることから、

ファッション・美容に関する分野は、今後も引

き続き発展していくものとみられています。

また、経済の発展に伴って、人々の生活水準

も上昇してきていることから、ファッションや

美容に対して投資出来る余裕も出てきており、

需要の高まりとともに、商品等に求める水準も

高くなってきています。

これら消費者のニーズの高まりを受けて、大

連発の世界的人気ブランドが登場する日も近い

かもしれません。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

海外リポート
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上海編

ＰＲＯＦＩＬＥ

福岡倉庫株式会社 ～上海福岡物流信息諮詢有限公司～

福岡倉庫株式会社は、１９４８年創業で福岡市に

本社を構え、国内外の引越サービスや輸送等の

物流サービス、トランクルーム業務等を主な業

務として手掛けられている総合物流サービス企

業です。

１９５０年代から、６０年近い実績を持つ海外引越

業務の更なる強化と、顧客サービスの充実の為、

２００５年に経済成長著しい中国に注目され、同社

初の海外拠点となる上海事務所を開設されました。

その後、本邦企業の中国進出が増加したこと

もあって、上海周辺の日本人駐在員数も年々増

加し、同社の海外引越事業も堅調に推移しました。

０９年７月には、ベトナムのハノイ事務所を現

地法人化したほか、１０年１月には東アジア地区

での海外引越業務を更に強化すべく、上海と北

京の事務所を現地法人化し、上海を本店、北京

を支店とする「上海福岡物流信息諮詢有限公司」

を設立されました。

当社の主な顧客層は個人客であり、上海市内

の引越から中国国内外への引越まで幅広く対応

されているほか、法人客についても、引越業務

だけでなく物流業務も手掛けられています。

当社のモットーである「同業他社と比べ質の

高いサービス、お客様の信頼にお応えするサー

ビス」の提供を行うため、引越荷物の保護や紛

失防止等の安全性を最優先されているほか、日

本人客の引越の際には、依頼内容を細やかに把

握し対応する為、引越の全行程において日本人

スタッフの管理・立会いのもと業務が行われる

等、質の高いサービスの徹底に努められています。

その他にも、中国国内の同業者との差別化を

図る為、ピアノ等の高価な商品を運ぶ際には、

提携専門業者に委託する等、お客様に安心頂け

るサービスを提供されています。

現在、中国国内各地に代理店があり、中国全

土でサービスの提供が可能な体制を採られてい

ますが、今後は広東省等の華南地区や、大手既

存取引先がある天津地区において更なるネット

ワークの拡充に傾注される方針とのことです。

また、上海地区においても、顧客全体の約８

割が日本人という現状を踏まえて、日本人以外

の顧客層の獲得強化を目標に掲げられており、

現地情報誌や英文誌等に広告等を掲載されまし

た。その効果もあって、最近は徐々に日本人以

外の顧客が増加してきています。

今後も、品質重視のサービス提供を最重要項

目に掲げて営業活動に注力されていかれる予定

であり、更なる成長が期待されます。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）

■現地事務所名／上海福岡物流信息諮詢有限公司
■住 所／上海市長寧区天山路６００弄２号１８Ｇ

■Ｔ Ｅ Ｌ／＋８６‐２１‐５２３９‐１７７５

■Ｆ Ａ Ｘ／＋８６‐２１‐６２２８‐５９８９

■親 会 社 名／福岡倉庫株式会社
■住 所／福岡市東区多の津２‐９‐８

■Ｔ Ｅ Ｌ／０９２‐６１１‐６１５１

■Ｆ Ａ Ｘ／０９２‐６２１‐２３７３

海外進出最前線

上海福岡物流信息諮詢有限公司社員の方々
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●
レッドキャベツ

●
中津瀬神社

●
宇部環境保健所

宇部郵便局前

●
宇部郵便局

井筒屋●

福岡銀行�
宇部支店�

新天町二丁目

平成２２年１２月 福岡銀行宇部支店が１２年ぶりに再オープン

福岡銀行宇部支店外観

平成２２年１２月、山口県宇部市にて１２年ぶりに再オープン致しました福岡銀行宇部支店についてご紹

介致します。

山口県では下関支店に次ぐ第二の営業拠点

福岡銀行は、下関支店に次ぐ山口県での第二

の営業拠点として、宇部支店を昨年１２月６日に

オープン致しました。

同支店は、９８年（平成１０年）に一旦下関支店に

統合しておりましたが、宇部地区のお客様より

再開のご要望を強く頂いておりました。また、

九州各県とも人的・経済的な交流が盛んな山口

県のお客様に、より先進的で良質な金融サービ

スをご提供させて頂き、九州ならびに山口県の

更なる活性化に貢献する為には、営業拠点網を

充実させることが必要と判断し、１２年ぶりの再

開設となったものです。

今年８月には新店舗を建設し移転予定

ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＦＧ）の

親和銀行の旧宇部支店店舗を改装し、営業を開

始致しましたが、今年８月を目処に、約５０�程
度離れた福岡銀行の旧宇部支店跡地に新店舗を

建設し、移転オープンする予定です。

地域に密着した支店を目指す

現在、支店長以下総勢１５名で皆様のお越しを

お待ち申し上げております。

また、新店舗につきましては、ＦＦＧのブラ

ンドスローガンである「あなたのいちばんに。」

をお客様に感じて頂けるような、快適で機能的

な店舗にする予定です。

これから、総合的なサービスのご提供を通じ、

地域に密着した支店として、地元のお客様のご

期待にお応え出来るよう、精一杯努力して参り

ます。

（横尾 崇裕）

ＦＦＧニュース

福岡銀行宇部支店
〒７５５‐００２９ 山口県宇部市新天町２‐１‐１
℡０８３６‐３１‐５９１１
交通手段：ＪＲ宇部線「琴芝駅」下車 徒歩７分

山陽自動車道「宇部ＩＣ」より車で約１０分

【自動サービスコーナー】
営業時間 平 日 ８：００～２１：００

土曜日 ８：００～２１：００
日祝日 ８：００～２１：００

テープカットの様子

案内地図
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九州の鉱工業生産動向
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全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きは弱含みつつある
２０１０年１１月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、携帯電話の新型機種導入を控え減産の動
き等がみられた電子部品・デバイスは低調でしたが、北米等国外向けの自動車の生産等が好調な輸送
機械が全体を押し上げ、前月比１．８％上昇の１０１．３と３ヵ月ぶりに前月実績を上回りました。生産指数
は改善しましたが、エコカー補助金制度の終了や半導体価格の下落など需要の先行きに不安材料もあ
り、生産活動はこれまでの持ち直しの動きが弱含みつつあります。

［業種別動向］……………輸送機械をはじめ１７業種中１１業種が
プラスに寄与

業種別にみると、需要が好調な国外向け自動車や軽自動車の新型モデル導入効果等により生産増と
なった輸送機械のほか、アジア向けの造船用鋼材等の生産が伸びている鉄鋼や非鉄金属、また公共工
事向けの橋梁等の建設用金属製品等、全１７業種中１１業種でプラスに寄与しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きは弱含みつつある

生産活動では、総合指数は２ヵ月連続でマイナスとなりました。エコカー補助金制度の終了に伴い

自動車生産が落ち込んだ輸送機械や電子部品・デバイス等で生産が伸びず、持ち直しの動きは弱含み

つつあります。

大型小売店販売額は、スーパーで飲食料品や冬物商品等の販売が伸びたことから、全体では２ヵ月

連続で前年を上回りました。住宅建設は、持家や分譲の増加等により、９ヵ月連続で前年実績を上回

りました。企業倒産は、件数、負債総額ともに前年を下回っています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月連続のマイナス

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１０．７％低下の８６．９と、２

ヵ月連続でマイナスとなり、持ち直しの動きは弱

含みつつあります。

主要業種では、エコカー補助金制度の終了に伴

い自動車生産が落ち込んだ輸送機械で同１３．４％低

下、また家電製品向け等の半導体の生産が減少し

た電子部品・デバイスで同８．２％低下、一般機械

も同７．５％低下しました。

［大型小売店］……………２ヵ月連続で前年を上回る

１１月の大型小売店販売額は、大型小売店全体で

の販売額は前年同月比０．６％増の５３１億円と、２ヵ

月連続で前年を上回りました。

業態別でみると、百貨店は家庭用品の販売が伸

びたものの、衣料品の販売が低調だったことから

同０．３％減の２３６億円となりました。一方、スーパー

では惣菜等の飲食料品や冬物商品の販売が好調

だったことから、同１．３％増の２９６億円となりました。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………９ヵ月連続で前年を上回る

１１月の新設住宅着工戸数は、前年同月比１８．３％

増の２，９００戸と９ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別をみると、住宅減税や住宅エコポイント

の効果等から、持家は同２９．１％増の１，０４７戸、分

譲は同２６．３％増の５４２戸となりました。また、貸

家も同７．３％増の１，２９４戸と前年を上回りました。

［公共工事］……………請負金額は５ヵ月ぶりに前年を上回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１２．７％増の１，０７７件、金額は同

６．６％増の２６８億円と、請負金額は５ヵ月ぶりに前

年を上回りました。

発注者別にみると、福岡市や北九州市からの発

注が増加した「市町村」で同１６．３％増となったほ

か、「国」（同２．７％増）や「その他」（同７５．６％増）

でも前年を上回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年を下回る

１２月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比１１．１％減の４０件、負債

総額は同４１．２％減の４５億円と、件数、負債総額共

に前年を下回りました。

前月比では、建設業を中心に１億円未満の小口

倒産が増加したこと等から、件数、負債総額とも

に増加しています。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きにやや鈍化の兆しが見られる

生産活動では、総合指数は３ヵ月ぶりに低下しました。輸送機械や電子部品・デバイス等いずれの

業種も生産が伸び悩んでおり、持ち直しの動きにやや鈍化の兆しが見られます。

住宅建設は、持家や分譲が増加したことから３ヵ月連続で前年を上回りました。大型小売店販売額

は、飲食料品や季節商品の売上は伸びたものの、主力の衣料品が低調だったことから前年をやや下回

りました。企業倒産は、大型倒産の発生等から負債総額は前年を上回っています。

［生産活動］……………総合指数は３ヵ月ぶりに低下

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比１６．６％低下の９０．０と３ヵ

月ぶりにマイナスとなりました。いずれの業種も

前月比で低下しており、持ち直しの動きにやや鈍

化の兆しが見られます。

主要業種別にみると、アジア向け二輪自動車の

生産が低調だったことから輸送機械で同５．４％低

下、電子部品・デバイスでは同２．８％低下しました。

［大型小売店］……………主力の衣料品が伸びず前年をやや下回る

１１月の大型小売店販売額は、前年同月比０．４％

減の１３７億円と、前年をやや下回りました。

商品別でみると、台所用品や季節商品の売上が

増加したことからその他の商品が同８．８％増、エ

コポイント対象家電等の家庭用電気機械器具が同

１９．３％増と前年を上回りました。一方、主力の衣

料品は婦人服を中心に低調だったことから同

５．６％減と前年を下回りました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………３ヵ月連続で前年を上回る

１１月の新設住宅着工戸数は、前年同月比５．９％

増の９５０戸と３ヵ月連続で前年を上回りました。

用途別にみると、住宅減税等の影響により持家

は同１．５％増の４０１戸、分譲は昨年実績のなかった

マンションで新規着工したことから同１８．０％増の

７２戸となりました。また、貸家も前年並みながら

同２．４％増の４２５戸と前年比プラスとなりました。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を上回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比１１．５％増の８０３件、金額が同

１３．６％増の１８９億円となり、件数、請負金額とも

に前年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、「市町村」で前

年並みの同０．６％減となったものの、新水前寺駅

周辺の整備工事により「県」で同４８．５％増、国立

療養所の改修工事により「国」が１７．９％増と前年

を上回りました。

［企業倒産］……………大型倒産の発生により負債総額は前年を上回る

１２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年同月比３３．３％減の６件、負債

総額は同３８．６％増の２６億円となりました。

ホテル・旅館業での大型倒産（負債総額約１９億

円）が発生したことにより、負債総額は前年を上

回りました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 � 一般機械工業 �電子部品・デバイス工業（右軸）�
輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）長崎県
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長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、海外向け発電用ボイラーや蒸気タービンが好調な一般機械や電子部品・デバイスに

より総合指数が２ヵ月ぶりに上昇する等、持ち直しの動きが続いています。

大型小売店販売額は、飲食料品や家電製品等の売上が好調だったことから５ヵ月連続で前年を上

回っています。住宅建設は、昨年大口案件の着工があった反動から貸家が大幅に減少し、全体では２

ヵ月連続で前年を下回りました。また、企業倒産は、件数、負債総額ともに低水準で推移しています。

［生産活動］……………総合指数は２ヵ月ぶりに上昇

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きをみ

ると、総合指数は前月比１０．４％上昇し１４８．６と、

２ヵ月ぶりに上昇しました。

業種別でみると、海外向け発電用ボイラーや蒸

気タービンの生産が伸びた一般機械で同２９．１％上

昇、ゲーム機器向けの生産が好調な電子部品・デ

バイスも同１７．４％上昇と、全体を引き上げました。

［大型小売店］……………５ヵ月連続で前年を上回る

１１月の大型小売店販売額は、前年同月比２．１％

増の９７億円と、５ヵ月連続で前年を上回りました。

商品別では、主力の衣料品は、冬物商品の販売

が伸びず同１．２％減となりました。一方、スーパー

を中心に伸びている飲食料品や家電製品等の売上

が好調だったことから、全体では前年を上回りま

した。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………２ヵ月連続で前年を下回る

１１月の新設住宅着工戸数は、前年同月比３４．７％

減の４２６戸と２ヵ月連続で前年を下回りました。

用途別にみると、住宅減税の影響等から分譲は

同１２３．１％増の２９戸、持家も同４３．９％増の２４６戸と

前年を上回りました。しかしながら、昨年進出企

業向けに住宅供給の動きがみられた貸家について

は、その反動等もあって同６３．２％減の１４７戸と大

きく減少しており、全体を押し下げています。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年を上回る

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比２８．７％増の５５６件、金額が同

４２．１％増の１４２億円と、件数、請負金額ともに前

年を上回りました。

発注者別の請負金額をみると、昨年大幅に発注

が減少した反動から「県」で同６３．５％増となった

ほか、米軍関連施設の工事発注により「国」で同

９０．１％増、国民宿舎の改装工事から「市町村」で

同１０．１％増と、軒並み前年を上回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

１２月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比５０．０％減の９件、負債

総額が同８０．３％減の６億円となりました。

「中小企業金融円滑化法」施行以降、件数、負

債総額ともに低水準で推移しています。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８１．１ ▲２１．９ ８２．１ ▲２１．３ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．１０ ８５．９ ▲１４．４ ８７．５ ▲１２．４ ９３．１ ▲１４．３ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９

１１ ８８．１ ▲２．９ ８８．８ ▲２．２ ９３．２ ▲１４．２ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ９０．４ ６．４ ９０．９ ６．３ ９３．０ ▲１４．６ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９４．３ １８．９ ９５．０ ２０．１ ９４．０ ▲１２．３ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．３ ９４．８ ２９．０ ９５．５ ▲７．５ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３１．８ ９６．７ ２９．９ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８
４ ９６．０ ２５．９ ９８．１ ２７．１ ９４．６ ▲３．４ ４．０ ４０．４ ２４．２ １３，２７８ ▲０．１ ５，８５０ ▲４．２
５ ９６．１ ２０．４ ９６．４ ２１．０ ９６．５ ▲０．８ ▲９．１ ３２．１ ３３．４ ７，４０２ ▲５．９ ５，７１９ ８．１
６ ９５．０ １７．３ ９６．６ １８．１ ９７．２ １．２ １．６ ２７．７ ２６．１ １０，３３８ ▲５．８ ６，２８３ ▲６．４
７ ９４．８ １４．２ ９６．５ １４．７ ９６．７ １．３ ８．８ ２３．５ １５．７ １１，４１０ ▲８．８ ６，９５１ ▲７．９
８ ９４．３ １５．１ ９５．７ １５．８ ９７．５ ２．６ １０．１ １５．５ １７．９ ９，２１６ ▲８．４ ６，３１５ １．３
９ ９２．８ １１．５ ９５．２ １２．６ ９７．６ ３．４ ▲１０．３ １４．３ １０．０ １１，６２０ ▲１８．８ ７，４９８ ４８．４
１０ ９０．９ ４．３ ９２．３ ４．１ ９６．６ ３．８ ▲１．４ ７．８ ８．８ １０，３６７ ▲１８．１ ６，３８６ ７．６
１１ ９１．８ ５．８ ９４．７ ８．１ ９４．９ １．９ ▲３．０ ９．１ １４．２ ７，９１２ ▲６．３ ５，５０４ ▲１８．３

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．７ ４．５ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７５８ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０９ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８

１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１５ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．８ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９１ ▲４．２ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６
４ ６６，５６８ ０．６ ２．３ ▲７．０ ２７．４ １０３．０ ▲０．２ ９９．６ ▲１．２ １５，４６３ ▲３．１ ２００，２５２ ３６．９
５ ５９，９１１ ▲４．６ ４．８ ▲１３．５ ０．８ １０３．３ ０．５ ９９．７ ▲０．９ １５，６５６ ▲３．２ ２０６，９３３ ２９．８
６ ６８，６８８ ０．６ ４．４ ▲１０．９ ２４．６ １０２．８ ０．４ ９９．７ ▲０．７ １５，６３４ ▲２．４ ２６５，３７２ ２０．９
７ ６８，７８５ ４．３ ４．４ ▲５．９ ２７．２ １０２．８ ▲０．１ ９９．２ ▲０．９ １７，１８９ ▲１．０ ３０７，０１５ １５．５
８ ７１，９７２ ２０．５ １５．５ １６．９ ３５．２ １０２．８ ０．０ ９９．５ ▲０．９ １５，５００ ▲１．３ ２６７，４２６ ４８．９
９ ７１，９９８ １７．７ １２．９ ２．２ ５８．９ １０２．８ ▲０．１ ９９．８ ▲０．６ １４，７７８ ▲１．１ ２７８，００２ ▲５．３
１０ ７１，３９０ ６．４ １０．４ ▲９．０ ３７．１ １０２．９ ０．８ １００．２ ０．２ １５，８０９ １．３ １７１，３７４ ▲２８．６
１１ ７２，８３８ ６．８ ７．１ ▲９．５ ４６．３ １０３．０ ０．９ ９９．９ ０．１ １６，３２５ ０．７ １７８，０６４ ▲３３．５

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３

１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４
４ ９７，９６８ ９．４ ３８３，９８０ ▲０．６ ３３１，６２１ ▲３．７ ０．４８ ５．１ １，１５４ ▲１３．２ ５７，７６５ ２．４ ４１，０４３ ▲１．８
５ ９３，４８８ １０．０ ３２０，５４２ ▲６．２ ３０３，３２６ ▲４．４ ０．５０ ５．２ １，０２１ ▲１５．１ ５７，９７８ ３．０ ４０，８９２ ▲１．９
６ １１１，２３７ １１．７ ５９９，６６９ ６．５ ２９７，８０９ ▲０．５ ０．５２ ５．３ １，１４８ ▲１９．３ ５７，９９６ ２．０ ４０，９４４ ▲１．６
７ １１３，１９６ ６．５ ４６３，４４７ ▲１．３ ３１６，６５９ ０．０ ０．５３ ５．２ １，０６６ ▲２３．１ ５７，３５４ １．９ ４０，８５８ ▲１．６
８ １０１，４３３ ２１．１ ３８８，４７８ ▲０．３ ３２３，７５８ １．８ ０．５４ ５．１ １，０６４ ▲１４．３ ５７，４０９ ２．３ ４０，６７５ ▲１．７
９ １２２，３８０ ２．２ ３５２，２４４ １．０ ３０７，４３７ １．９ ０．５５ ５．０ １，１０２ ▲４．６ ５７，７５２ ２．４ ４１，０４４ ▲１．５
１０ ７９，８５２ ▲１９．０ ４１９，５３２ ８．４ ３２０，７２７ ４．７ ０．５６ ５．１ １，１３６ ▲９．９ ５７，３０２ ２．４ ４０，６７７ ▲１．９
１１ ８０，２６９ ▲１９．９ ３５７，２６３ ０．７ ３０９，５４８ ２．０ ０．５７ ５．１ １，０６１ ▲６．３ ５７，５８６ １．９ ４０，６０３ ▲１．８

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７

１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６
４ ３０．４ ２１．４ ４３２ ▲３．５ １３９ ▲３．４ ２，６２５ １５．９ １１．３ １８．３ １７．３ ９８．６ ▲１．６ ５０，０５１ ▲５．１
５ ４２．１ １８．２ ２２１ ０．６ ２３８ １９．１ ２，４１３ １．９ １９．３ ５４．２ ▲６８．１ ９８．９ ▲１．１ ５１，３９１ ▲５．２
６ ２１．７ １９．７ ２７２ １１．６ １９３ １．４ ２，５８４ ５．９ ▲２．０ １７．４ ３０．９ ９８．９ ▲０．８ ４９，４１４ ▲４．１
７ ３０．７ １４．６ ３６１ ▲６．８ ３７８ ２０６．０ ２，４４１ ７．２ ▲２．２ ▲２．９ １９．１ ９８．６ ▲０．９ ６０，０６６ ▲２．０
８ ２０．１ ２６．７ ３５７ ▲７．３ １６４ ▲９．８ ２，９３１ ５１．２ ２８．７ ３５．１ １７１．８ ９９．０ ▲０．７ ５１，６４４ ▲３．８
９ ２０．３ １０．６ ４４６ ▲６．９ ２０５ ▲２７．６ ２，１１２ １．６ ２０．６ ▲１４．２ ２６．５ ９９．２ ▲０．６ ４８，５３２ ▲１．６
１０ ２０．４ ７．９ ３６９ ▲１８．２ １６０ ▲３８．１ ２，６６１ １２．６ １１．６ １５．０ １０．０ ９９．４ ０．０ ５２，６２８ ０．１
１１ ３２．３ １８．５ ２６８ ６．６ ２４９ ２５．４ ２，９００ １８．３ ２９．１ ７．３ ２６．３ ９９．０ ０．１ ５３，１３８ ０．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．８ ▲３８．３ ７２．７ ▲３６．１ ７９．６ ▲２９．８ ７８．４ ▲２２．８ １１３．３ ▲７．３
２００９．１０ ８３．６ ▲１１．９ ８６．７ ▲１４．４ ６９．２ ▲３６．２ ６７．７ ▲３９．６ ９２．０ ▲２．０ ８３．４ ▲１０．２ １０３．０ ▲１３．２

１１ ８４．８ ▲４．２ ９１．１ ０．８ ７５．５ ▲２９．１ ６７．５ ▲３５．８ ９９．８ ３１．７ ８５．３ １．８ １００．６ ▲１９．０
１２ ８７．３ ２．５ ９９．５ ３０．２ ８１．２ ▲２２．３ ７３．４ ▲２２．９ ９８．３ ３９．７ ８７．８ ９．０ ９８．６ ▲２２．５

２０１０．１ ９３．４ ２１．５ ９２．９ ５８．８ ７９．９ ▲９．３ ８４．８ ▲３．０ １１１．５ ７０．７ ９３．３ ２６．７ ９８．６ ▲１９．４
２ ９１．３ ３９．１ １００．９ ７４．１ ８９．０ ２１．８ ８４．６ ８．９ １０５．７ １６５．０ ９１．０ ４８．６ ９１．９ ▲２５．６
３ ９３．９ ３１．０ １０３．４ ７０．１ ９８．９ ３５．８ ８９．２ ２．０ １０５．２ １３３．３ ９３．７ ４１．２ ９１．７ ▲２２．８
４ ９４．５ ２７．８ １０２．５ ６８．２ ９０．３ ３８．３ ７８．８ ２６．１ １１１．０ ５９．８ ９２．７ ２５．１ ９６．３ ▲１８．０
５ ９３．８ １７．９ ９５．６ ３４．０ ９３．１ ４５．３ ８８．３ ２６．７ １０９．５ ３０．５ ９３．２ ２０．９ １２２．８ ７．６
６ ９２．９ １７．３ １０２．８ ３９．５ ９１．５ ４２．９ ９２．６ ４１．６ １０６．４ ２８．１ ９１．８ １７．０ １５９．６ ３７．１
７ ９５．５ １５．８ ９６．１ １８．８ ８９．４ ３７．６ ９７．３ ４７．５ １１２．４ ２６．４ ９６．３ １５．５ １３４．６ ５．０
８ ９８．６ １８．８ ９５．４ １６．０ ９６．７ ４３．５ ９３．５ ３０．４ １１９．３ ３０．７ ９８．９ １９．７ １２８．５ １６．２
９ ９７．３ １４．５ ９７．６ １６．３ ９６．５ ３３．４ ９９．５ ３９．９ １１３．８ ２０．０ ９５．９ １３．６ １１９．５ １２．９
１０ ８６．９ ２．３ ９２．３ ５．５ ９７．５ ３９．５ ９２．０ ３６．０ ９８．６ ４．６ ８６．１ ０．９ １０６．９ ３．１
１１

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６

１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６
４ ７，９２７ ４０．９ ３，９８９ １５．９ ３５０，０２８ ▲３．６ ３６０，５４６ ４．４ ０．４４ ２７ ▲２５．０ １８１，２１４ ２．４ １３７，６６０ ▲１．０
５ ８，２１９ ４１．０ ３，９４８ ２９．１ ３１３，２００ ▲２．７ ２８５，７５８ ▲１．０ ０．４５ ２２ ▲４７．６ １８１，２８３ １．８ １３７，７０７ ▲１．４
６ １０，３６７ ２８．５ ４，７４３ １５．４ ５１３，２３２ ０．１ ２８３，３８８ ６．９ ０．４６ ３１ ▲３５．４ １８１，５６０ ２．１ １３６，７２１ ▲０．２
７ １１，７３０ １４．６ ５，０９３ １７．６ ４２６，１７０ ▲５．９ ２９９，０８９ ▲１．１ ０．４６ ２５ ▲４４．４ １８１，６３０ ３．１ １３７，８７９ ０．２
８ １０，９０３ ４６．３ ４，４８８ ２９．２ ３６５，５６３ ４．５ ２７８，５１９ ▲９．１ ０．４６ ３５ ６．１ １８０，５３２ ２．５ １３６，９５６ ▲０．４
９ １０，２９５ ▲１０．１ ５，０５３ ２．７ ３１４，３６０ ▲２．５ ２９４，９３７ ▲５．５ ０．４７ ４５ ２．３ １８０，０８７ ２．５ １３８，３９４ ０．２
１０ ６，９８１ ▲２３．３ ３，００７ ▲２２．７ ３７９，５２８ ７．３ ２８９，９７６ ▲５．９ ０．５０ ２８ ▲１７．６ １８０，６８２ ２．３ １３８，８１５ ▲０．０
１１ ６，７６１ ▲３３．９ ３，３７６ ▲１６．７ ３１９，０９３ ▲３．７ ２９９，２３４ １１．４ ０．５２ ２９ ▲６．５ １８０，５８７ ２．０ １３９，１４２ ０．６

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．２ １０３．７ ▲２５．２ ４９．０ ▲３７．３ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．１０ ８１．２ ▲１８．９ ９８．０ ０．６ １０９．３ ▲１７．０ ４６．０ ▲２９．４ ６５．７ ▲３５．０ ７８．８ ▲１９．５ ９６．６ ▲２５．８

１１ ８４．７ ▲１０．０ ９５．０ ０．３ １１７．４ ０．９ ５４．７ ▲０．５ ６７．９ ▲２９．１ ８１．７ ▲１０．８ ９３．４ ▲３０．４
１２ ８７．５ ▲３．８ ９１．６ ▲３．９ １２６．６ １７．０ ４７．５ ▲２１．５ ６８．６ ▲２９．４ ８２．７ ▲７．２ ９４．２ ▲３２．８

２０１０．１ ９８．３ １５．３ １００．５ ２．０ １４４．７ ５７．８ ４８．１ ▲２４．９ ７９．５ １．５ ９４．６ ９．２ ９６．１ ▲３１．７
２ ９７．７ ２６．０ ９４．６ ▲１．３ １２７．４ ６６．０ ６４．３ ２０．５ ８７．６ １０．１ ９４．２ １９．５ ９７．２ ▲２７．８
３ ９１．２ ２７．６ ９２．４ ▲３．４ １２１．７ ５７．０ ９７．２ ５３．３ ９４．４ ２５．５ ９１．０ ２４．０ ９１．９ ▲２２．２
４ ９５．９ ２２．７ ９２．９ ▲１．３ １２１．９ １５．４ １１７．８ ２０１．５ ９３．３ ３１．２ ９４．８ ２３．２ ９４．６ ▲１９．６
５ ９１．０ １７．８ ９０．０ ▲４．２ １１２．３ １１．２ ７６．６ １５１．８ ８４．８ １２．８ ８６．０ １２．６ ９０．３ ▲２３．２
６ ９８．６ ２５．４ ９８．６ ０．８ １１２．７ ４．８ ５５．２ ２１．６ ７７．５ ９．５ ９３．２ １８．８ ９２．１ ▲１８．０
７ ９５．３ １７．７ ９２．４ ▲６．７ １１７．１ ５．０ １０３．６ １１０．９ ７１．２ ２．０ ８７．７ １０．６ ９６．７ ▲１１．８
８ １０２．８ ２９．４ ９８．９ ６．１ １１４．２ ８．０ １０１．５ １５８．９ ８３．９ １３．５ ９７．８ ２６．２ ９６．７ ▲９．５
９ １０７．９ ３１．１ ９７．７ ３．０ １０８．６ ▲２．９ １１０．９ １１７．４ ７７．３ ２１．１ ９７．５ ２１．３ ９９．５ ▲３．０
１０ ９０．０ ９．５ ９２．６ ▲７．０ １０５．６ ▲５．３ １０２．７ １１８．５ ７３．１ ９．２ ８６．４ ８．１ １０７．３ １１．０
１１

出所 熊本県統計調査課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３

１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１
４ １０．９ ▲１３．０ １７５ ▲３４．５ ６４ １９．５ ６８２ ▲１６．４ １．１ ３６．０ ▲８６．３ １００．１ ▲０．７ １３，１７１ ▲３．３
５ ▲３１．０ ８０．８ １６９ ８０．０ ７０ ２０．４ ４７９ ▲２６．３ ▲２０．８ ▲４４．８ ３７．５ ９９．９ ▲０．６ １３，２３２ ▲６．３
６ ▲３８．８ １．６ １２３ ４０．２ １１４ １１１．２ ８７１ ▲１９．９ ３９．０ ▲３０．３ ▲７２．５ ９９．９ ▲０．５ １２，８４１ ▲３．３
７ ２０．０ ▲６．２ １３２ ▲２０．３ ７６ ２７．１ ８２７ ▲１０．６ ０．３ ▲３０．３ １３９．５ ９９．８ ▲０．４ １５，４９６ ▲２．４
８ ３３．１ ６３．２ １５１ ▲２１．３ ８０ ５７．３ ６７３ ▲１０．３ ３２．４ ▲４３．３ ▲１９．２ １００．１ ▲０．３ １３，２９５ ▲３．６
９ ３２．９ ▲２．８ ２０４ ▲３４．５ １０５ ５３．８ ８０６ ６．６ １７．８ １６．８ ▲６１．２ １００．５ ▲０．１ １２，２１６ ▲１．４
１０ ▲６．７ ５７．５ ２０２ ▲１８．７ ２１０ １１７．６ ７３５ １３．４ ２５．５ ４．９ １４．６ １００．７ ０．３ １３，７９０ ０．８
１１ １２４．７ ２５．２ １８９ １３．６ １２８ ９６．６ ９５０ ５．９ １．５ ２．４ １８．０ １００．３ ０．０ １３，６７９ ▲０．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３

１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４
４ ２，４４５ ４０．０ １，９９３ １２．１ ３７３，６１１ １２．１ ３４０，３４９ ４．８ ０．４３ １２ １４０．０ ５０，３７７ ２．３ ２９，１８９ ０．１
５ ２，７３４ ４９．９ ２，０２１ １３．７ ３１５，０１９ １．９ ３０３，００５ ４．７ ０．４５ ３ ▲６２．５ ５０，４３２ ２．１ ２９，３００ ０．２
６ ３，３２１ ２３．６ ２，１９７ ７．５ ４６４，１４８ ▲１５．２ ２９４，５８４ １０．５ ０．４６ ９ ▲５５．０ ５０，６８０ ２．０ ２９，３５５ ０．７
７ ４，２９５ ３４．１ ２，３８８ １２．８ ４１５，６１８ ６．２ ２９５，４６０ ▲３．２ ０．４７ ６ ▲４０．０ ５０，５２１ ３．４ ２９，４６０ ０．７
８ ３，７２７ ６２．４ ２，１４５ １８．４ ３１３，１６４ ▲１．６ ２８０，４２４ ▲１．１ ０．４８ ７ ０．０ ５０，０６１ ２．２ ２９，４８５ １．０
９ ３，６６７ ▲３．０ ２，４９２ ８．３ ３０９，９４８ ▲９．２ ２７７，５００ ▲１５．９ ０．４８ １１ ５７．１ ５０，０９９ ２．８ ２９，８３０ １．３
１０ ２，２３６ ▲２８．６ １，８４５ ▲５．６ ３５６，８６９ ▲１０．１ ２４５，４２５ ▲２３．８ ０．５０ １７ １３．３ ５０，３０９ ２．２ ２９，６８４ ０．８
１１ ２，０６８ ▲４３．４ １，７２８ ▲１３．５ ２７９，３３９ ▲２２．２ ２５２，４６６ ▲１３．８ ０．５２ １０ ▲２３．１ ５０，２６３ ２．２ ２９，６９９ １．７

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。

32 FFG調査月報 2011年2月



経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２ ９９．９ ▲１．０
２００９．１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６

１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２５０ １９．４ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１
４ １２１．６ ０．５ ５，７０６ ▲０．６ ９８ ▲３５．８ ３３ ▲１８．６ ３７７ ▲１８．９ ▲１９．７ ▲６．１ ▲３６．８ ２６４ ▲８．２ ９８．９ ▲１．７
５ ▲０．２ １０２．６ ４，７４３ ▲５．３ ６９ ▲３３．４ １８ ▲５９．５ ３２１ ▲２４．３ ６．０ ▲６１．５ ７５．０ ４５６ ▲１．９ ９９．２ ▲１．２
６ ▲２１．４ ５４．３ ４，１０２ １．２ １７８ ２６．２ １００ ２６．７ ３８３ ▲２５．０ ▲１３．７ ▲１０．７ ▲７７．８ ２０３ ▲１２．５ ９９．３ ▲０．４
７ １４．４ ３９．０ ４，１４８ ６．２ ２２５ ▲８．５ ３５ ２７．７ ４９７ ３７．７ １５．１ ６５．３ ２３．１ ２６９ １０．９ ９９．０ ▲０．６
８ ２２．８ ７．４ ４，２９０ ▲６．１ １５２ ▲１８．７ ５７ ２９９．９ ４３１ １５．５ ３６．４ ▲５．３ ５５．６ ５６６ ５．０ ９９．３ ▲０．７
９ ▲３８．４ ７４．２ ４，４１１ ３．９ ２０７ ▲２１．７ ５７ ２．６ ５９５ ３６．２ ５．７ ６１．１ ▲７９．７ ３２８ ▲１１．６ ９９．３ ▲０．４
１０ ▲２２．４ ▲１１．９ ４，４７８ ▲１１．０ １７９ ５．８ ６０ ７７．５ ５０４ ▲１７．０ ▲５．０ ▲３９．３ ６７．９ ４２２ ２２．８ ９９．８ ０．５
１１ ▲２２．４ ▲３８．３ ５，６２８ １１．９ １４２ ４２．１ ６７ ８１．０ ４２６ ▲３４．７ ４３．９ ▲６３．２ １２３．１ ３４５ １２．０ ９９．１ ▲０．２

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．９ ▲１７．４ １２３．０ ▲２０．２ １０１．０ ▲０．７ １９０．３ ▲２５．５ １１０．８ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．１０ １４４．１ ▲６．４ １５９．１ １．７ １０３．６ ▲０．３ ２３６．９ ▲２．２ １０３．６ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４

１１ １２９．８ ▲２．３ １０５．１ ▲２２．９ ９５．８ ▲３．５ ２１４．５ １９．１ １００．７ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １３３．９ ８．０ １４５．４ １４．９ １００．１ ２．４ ２０８．９ ２１．４ ９９．４ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２３．４ ３２．４ １５０．０ ３９．６ １０３．４ ４．２ １７４．１ ２０３．６ ９９．９ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １３０．９ ６７．６ １５８．７ ５８．９ １０９．４ １４．８ １９７．４ １０３８．１ １０１．７ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ １３５．６ ２９．４ １５２．７ ７２．８ １０３．５ ７．７ １７６．６ ３３．５ １２９．８ １１．４ １４７ ▲２３．３ １８３ ▲８．８ ５６．８
４ １３８．１ ４７．１ ２６５．１ ２３３．６ １０３．２ ０．７ １９３．１ １７７．８ ４９．１ ▲５９．６ １５４ ▲２３．７ ２９４ ４６．７ ４９．５
５ １６３．０ ３９．２ ２０７．１ １０５．７ １０７．８ ４．５ ２６６．４ ７６．０ １２３．２ １．３ １８１ ▲０．９ ２６０ ３１．８ ８．７
６ １４７．１ ▲１０．５ １９４．７ ７０．８ １０４．０ ０．６ ２１６．３ ▲３９．１ １１０．６ ▲５．５ １９０ ▲２．６ ２８０ ３５．６ ２２．２
７ １４２．０ ▲１．９ １５３．０ １７．８ １０９．６ ３．１ ２２１．５ ▲８．４ １１８．３ ▲１０．５ １５６ ▲２０．３ １９０ ▲５．６ ０．６
８ １５０．９ ５．６ ２１６．１ ２２．５ １０８．８ ４．４ ２２５．４ ２．３ １０７．１ ０．０ １６０ ▲６．７ ２５６ ４８．６ ６．１
９ １３４．６ ▲９．１ １８９．６ １７．８ ９４．０ ▲９．５ １８６．５ ▲２８．０ １２１．３ ２０．８ １９９ １９．９ ２１２ １９．７ ▲１７．０
１０ １４８．６ １．４ ２４４．７ ５３．７ １０５．７ ０．８ ２１８．９ ▲１１．０ １０６．０ ０．３ １５５ ▲１８．３ １８８ ▲３１．８ ▲７．８
１１ ▲６．０

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５

１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５
４ ９，３１０ ▲１．５ １，５９９ ４１．４ １，５４８ ４．２３６２，２３８ ▲２．８３０２，６８５ ▲７．８ ０．４３ ３ ▲７８．６ ４２，００２ １．２ ２２，６０１ ▲２．８
５ ９，４７０ ▲１．７ １，６６２ ２７．１ １，６３３ ７．０３２１，２２０ １．４２７８，７１５ ▲２．０ ０．４４ ４ ▲６６．７ ４１，８５１ ▲１．５ ２２，９０８ ▲３．６
６ ９，１７４ ▲０．５ ２，０４３ １６．３ １，８４６ ３．８７２５，４３１ ３２．９２８９，３２２ ▲１．０ ０．４７ １１ ▲８．３ ４２，３３３ ０．２ ２２，７８４ ▲１．７
７ １１，２０５ ２．０ ２，５０５ ２６．６ １，８８１ ０．３４８７，０４１ ２８．５２８８，３２６ ▲６．０ ０．４８ ７ ０．０ ４２，０４１ ０．９ ２２，９０５ ▲１．５
８ ９，８３４ ０．１ ２，３７６ ６５．９ １，７６３ １８．３４０２，１７６ ２９．５３４５，９５７ ２６．７ ０．４７ ３ ▲７２．７ ４１，７８２ ０．２ ２２，８４７ ▲１．７
９ ８，６７４ ２．３ ２，２９８ ▲０．７ １，９１０ ▲２．５３９５，９８１ ３０．４２７５，２２６ ６．０ ０．４９ ７ ４０．０ ４１，６３１ １．５ ２２，７７４ ▲０．８
１０ ９，２７０ ２．９ １，３５８ ▲３２．２ １，４２９ ▲１４．０ ４３４，３５２ １９．７３４９，７４９ ３１．６ ０．５１ ３ ▲７２．７ ４１，６５１ ０．８ ２２，７４６ ▲０．８
１１ ９，６６８ ２．１ １，３４５ ▲４０．２ １，３２５ ▲１６．８ ３７２，８０５ ３．４２９６，３６４ ▲１７．８ ０．５０ ４ ▲６０．０ ４１，６５８ ０．９ ２２，５７２ ▲０．９

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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ふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふふくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎぎんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおおお客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客客様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様様セセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセセミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミミナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナナーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーのののののののののののののののののののののののののごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案案内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内内
福岡会場 ：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム
北九州会場：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

２月のセミナー情報
◎参加費無料
（ただし、一部有料セミナ－もございます）

◎事前予約可

●各セミナーの所要時間は１時間～１時間３０分を予定しております。

●お申込みは、電話または福岡銀行ホームページにて承ります。

●各セミナーについては定員になり次第、受付を終了させていただきます。

セミナーカテゴリー Ａ・ＫＡ 投資信託運用報告会 Ｂ・ＫＢ マネー Ｃ・ＫＣ 住宅 Ｎ 年金

Ｅ・ＫＥ ライフプラン Ｆ・ＫＦ 趣味・その他

福 岡 会 場 場所：福岡銀行 本店ビル４階 セミナールーム

セミナー案内

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

25
�

Ｆ
３９

新生ハウステンボスの
魅力を紹介！

講師：エイチ・アイ・エス
九州・四国営業本部

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｃ
４７

高齢化対応と
バリアフリーリフォーム

講師：福岡銀行 建築士

１４：００～

１５：３０

５０
名

福岡会場（場所：福岡銀行本店ビル４階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８１０‐８７２７福岡市中央区天神２‐１３‐１
福岡銀行本店ビル４階

ＭＡＰ

北九州会場（場所：福銀小倉ビル５階セミナールーム）のご案内

［住所］〒８０２‐０００７北九州市小倉北区船場町２‐１
福銀小倉ビル５階

ＭＡＰ

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

8
�

Ａ
７３

投資信託運用報告会※

『ＬＭ・ブラジル国債ファンド
（毎月分配型）』

講師：レッグ・メイソン・
アセット・マネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ａ
７４

投資信託運用報告会※

『夢満債（豪ドルコース）』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１４：００～

１５：３０

８０
名

17
�

Ｂ
４５

経済・金融データの
活かし方

講師：野村アセットマネジメント

１１：００～

１２：３０

８０
名

Ｆ
３８

終活とエンディングノート
の書き方
～人生のエンディングを自分らしく～

講師：飛鳥会館 代表取締役
古賀 匡郁 氏

１４：００～

１５：３０

８０
名

19
�

Ｅ
１

ライフプラン設計
～将来のそなえを、今から考えて
みませんか。～

講師：東京海上日動火災 他

１１：００～

１２：３０

５０
名

Ｎ
５

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。
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マネーセミナー・生命保険セミナー・�
投信報告会ご案内にあたっての留意点�

■本案内に記載のセミナーでは、金融商品の勧誘を
行うことがあります。�

■これらの金融商品へのご投資には、各商品等に所
定の手数料等（投資信託の場合は、銘柄ごとに設定
された販売手数料及び信託報酬等の諸経費、個人
年金保険の場合は、契約初期費用のほか、保険関係
費用・運用関係費用・年金管理費用等の諸経費、等）
をご負担いただく場合があります。また、各商品等
には価格の変動等により損失を生じるおそれがあ
ります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なり
ますので、当該商品等の「契約締結前交付書面」や
「投資信託説明書（交付目論見書）」、「年金保険ご
契約のしおり・約款」またはお客様向け資料等をよ
くお読みください。�

［商 号 等］株式会社 福岡銀行（登録金融機関）�
［登録番号］福岡財務支局長（登金）第7号�
［加入協会］日本証券業協会�

北九州会場 場所：福銀小倉ビル５階 セミナールーム

日付 予約コード 内 容 時 間 定員

9
�

ＫＡ
２７

投資信託運用報告会※

『夢満債（豪ドルコース）』

講師：三菱ＵＦＪ投信

１１：００～

１２：３０

５０
名

ＫＡ
２８

投資信託運用報告会※

『ＬＭ・ブラジル国債ファンド
（毎月分配型）』

講師：レッグ・メイソン・
アセット・マネジメント

１４：００～

１５：３０

５０
名

18
�

ＫＢ
３３

経済・金融データの
活かし方

講師：野村アセットマネジメント

１４：００～

１５：３０

５０
名

26
�

ＫＣ
３４

高齢化対応と
バリアフリーリフォーム

講師：福岡銀行 建築士

１１：００～

１２：３０

３０
名

Ｎ
６

年金セミナー
年金の仕組み・在職老齢年金等について

講師：社会保険労務士

１４：００～

１６：００

５０
名

※既に対象商品を保有されている方を対象と致します。

平成２３年１月４日現在
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ＦＦＧ次世代創造プログラムのご案内
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２０１１年１月４日現在
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報３３号 ２０１１年１月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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